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～認知症の本人と家族が地域でよりよく暮らし続ける支援体制を築いていくために～ 
 

日時：2018 年 1 月 26 日（金） 10:00～16:00 

場所：TKP 御茶の水カンファレンスセンター（東京都千代田区神田駿河台 4-3） 

 

プログラム 

時 間 内  容 頁

1 0 : 0 0 ～10 : 0 5  あいさつ ・ オリエンテーション 

1 0 : 0 5 ～10 : 3 5  認知症施策の動向と自治体の取組みへの期待 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 
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1 0 : 3 5 ～11 : 0 0  新オレンジプランを活かして自地域ならではの支援体制を着実に築いていくために

～今の時期にやるべきこと・できることは何か：全国の最前線の取組みより～ 

認知症介護研究・研修東京センター 

 

29 

1 1 : 0 0 ～11 : 1 5  休 憩 ： ポスター閲覧 ・ 情報交換 ・ ネットワーキング 

1 1 : 1 5 ～12 : 1 5  【報告１：香川県綾川町】 

認知症の本人とともに今年度行政として取組んできたこと・今後展開したいこと 

～本人の声と力を活かして、認知症施策を統合的に進める試行錯誤～ 

当事者・家族 志度谷 利幸 さん・志度谷 久美 さん

綾川町健康福祉課 課長 塩田 哲也 さん 

綾川町地域包括支援センター 増田 玲子 さん 

（認知症地域支援推進員） 

＊会場より発言：関連する取組を実施している自治体関係者 

 

41 

1 2 : 1 5 ～13 : 1 5  昼 休 み ： ポスター閲覧 ・ 情報交換 ・ ネットワーキング 

1 3 : 1 5 ～14 : 1 5  【報告２：神奈川県鎌倉市】 

地域共生に取組む地域ネットワーク組織と行政の協働 

～認知症施策を地域で持続発展的に推進していくために～ 

鎌倉市健康福祉部市民健康課 石黒 知美 さん 

かまくら認知症ネットワーク 稲田 秀樹 さん  

（ケアサロンさくら） 

＊会場より発言：関連する取組を実施している自治体関係者 

 

74 

1 4 : 1 5 ～14 : 3 0  休 憩 ： ポスター閲覧 ・ 情報交換 ・ ネットワーキング 

1 4 : 3 0 ～15 : 3 0  【報告３：和歌山県御坊市】 

課題山積の中で、行政が注力してきたこと・生まれてきていること 

～分野を越えた総活躍のまちづくりを通じた成果と課題～ 

御坊市介護福祉課 課長 田中 孝典 さん 

御坊市地域包括支援センター 谷口 泰之 さん 

（認知症地域支援推進員） 

＊会場より発言：関連する取組を実施している自治体関係者 

 

104

1 5 : 3 0 ～16 : 0 0  関連情報の提供 ・ まとめ 
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いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

地域包括ケアシステムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね３０
分以内に必要なサービスが提供される日
常生活圏域（具体的には中学校区）を単
位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・福祉用具
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入居者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院
通所・入所

病院：
急性期、回復期、慢性期

病気になったら･･･

医 療 介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

地域包括ケアシステムの構築について

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らし
い暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に確保される
体制（地域包括ケアシステム）の構築を実現。

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、地域
包括ケアシステムの構築が重要。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少する
町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差。

○ 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域の
特性に応じて作り上げていくことが必要。
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認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）の概要
～認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて～ （平成２９年７月５日一部修正）

・ 高齢者の約４人に１人が認知症の人又はその予備群。高齢化の進展に伴い、認知症の人はさらに増加 ２
０１２（平成２４）年４６２万人（約７人に１人） ⇒ ２０２５（平成３７）年約７００万人（約５人に１人）

・ 認知症の人を単に支えられる側と考えるのではなく、認知症の人が認知症とともによりよく生きていくことがで
きるような環境整備が必要。

七

つ

の

柱

新オレンジプランの基本的考え方

認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続け
ることができる社会の実現を目指す。

①認知症への理解を深めるための普及・啓発の推進
②認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護等の提供
③若年性認知症施策の強化
④認知症の人の介護者への支援
⑤認知症の人を含む高齢者にやさしい地域づくりの推進

⑥認知症の予防法、診断法、治療法、リハビリテーションモデル、介護モデル等の研究
開発及びその成果の普及の推進

⑦認知症の人やその家族の視点の重視

・ 厚生労働省が関係府省庁（内閣官房、内閣府、警察庁、金融庁、消費者庁、総務省、法務省、文部科
学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省）と共同して策定
・ 策定に当たり認知症の人やその家族など様々な関係者から幅広く意見を聴取

・ 新プランの対象期間は団塊の世代が７５歳以上となる２０２５（平成３７）年だが、策定時の数値目標は、介護保険事業計画に
合わせて２０１７（平成２９）年度末等で設定されていたことから、第７期計画の策定に合わせ、平成３２年度末までの数値目標に
更新
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認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）の数値目標の更新等について

○ 認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）については、平成27年1月に関係１２府省が共同で策定。

○ 高齢者にやさしい地域づくりから本人の視点まで新規の取組を含む幅広い内容を網羅。

○ ２０２５年度までを対象期間とし、当面の数値目標は平成29年度末で設定（介護保険事業計画の期間と同様）

○数値目標（平成２９年度末）は１１項目設定。

○平成２８年度末現在の進捗状況は順調であり、概ね目標達成できる見込み。

○ 新オレンジプランを契機に新たな取組を開始した自治体も多く、認知症の人とその家族を支援する

地域資源は着実に増加。

現在までの進捗状況

・平成２８年度末時点で前倒しで達成している項目 ５項目
認知症サポーター養成 ８８０万人（２８年度末） 【目標 ８００万人（平成２９年度末）】
認知症サポート医 ６千人（２８年度末） 【目標 ５千人（平成２９年度末）】

・平成２８年度末時点で９割程度達成している項目 ３項目
かかりつけ医認知症対応力向上研修 ５．３万人（２８年度末） 【目標 ６万人（平成２９年度末）】
認知症介護実践リーダー研修 ３．８万人（２８年度末） 【目標 ４万人（平成２９年度末）】 等

 第７期介護保険事業計画の策定に合わせ、平成３２年度末までの数値目標に更新。

 関係省庁連絡会議において、以下の事項を実施。

・認知症の人本人の講演と関係省庁との意見交換。

・プラン記載の施策の着実・効果的な実行を、関係省庁が一丸となって取り組む旨を確認・共有。

第６回認知症高齢者等にやさしい地域づくりに係る関係省庁連絡会議

第６回認知症高齢者等にやさしい地域
づくりに係る関係省庁連絡会議 資料１

平成２９年７月５日
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数値目標一覧

項目 新プラン策定時 進捗状況(H28年度末) （現）目標 目標案（H32年度末）

認知症サポーター養成
545万人

（H26.9末）
880万人

800万人

（H29年度末）
1,200万人

かかりつけ医認知症対応力

向上研修

38,053人

（H25年度末）
5.３万人

6万人

（H29年度末）
7.5万人

認知症サポート医養成研修
3,257人

（H25年度末）
0.6万人

5千人

（H29年度末）
1万人

歯科医師認知症対応力

向上研修
－ 0.4万人

H28年度より

研修開始
2.2万人

薬剤師認知症対応力

向上研修
－ 0.8万人

H28年度より

研修開始
4万人

認知症疾患医療センター
289ヵ所

（H26年度末）
375ヵ所

500ヵ所

（H29年度末）

500ヵ所
※2次医療圏域に少なくとも

1センター以上設置

認知症初期集中支援チーム

設置市町村

41ヵ所

（H26年度末）
703ヵ所

全市町村

（平成30年度～）

好事例の横展開等により

効果的な取組の推進

一般病院勤務の医療従事者

認知症対応力向上研修

3,843人

（H25年度末）
9.3万人

8.7万人

（H29年度末）
22万人

看護職員認知症対応力

向上研修
－ 0.4万人

H28年度より

研修開始
2.2万人

認知症介護指導者養成研修
1,814人

（H25年度末）
2.2千人

2.2千人

（H29年度末）
2.8千人

認知症介護実践リーダー研修
2.9万人

（H25年度末）
3.8万人

4万人

（H29年度末）
5万人

認知症介護実践者研修
17.9万人

（H25年度末）
24.4万人

24万人

（H29年度末）
30万人

認知症地域支援推進員の

設置市町村

217ヵ所

（H26年度末）
1.2千ヵ所

全市町村

（平成30年度～）

好事例の横展開等により

効果的な取組の推進

若年性認知症に関する事業の

実施都道府県

21ヵ所

（H25年度）
42ヵ所

全都道府県

（平成29年度末）

コーディネーターの資質向上

好事例の横展開の推進

認知症カフェ等の設置 －
H25年度から

国の財政支援実施
－ 全市町村
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○地域で認知症に関わる事が多い業界への理解推進、認知症サポーターが活躍している
取組の普及・推進

○認知症の人本人による発信の共有、本人ミーティングの推進

○成年後見制度利用促進基本計画に基づく施策の着実な推進

施策の着実な実行に向けて関係省庁連絡会議で共有する主な取組

・小売業・金融機関・公共交通機関の職員に認知症の理解を深めてもらうため、認知症サポーターに
ついて、周知し、受講を勧めることにより、認知症に気づき、関係機関への速やかな連絡等、連携で
きる体制整備を進める。
・認知症サポーター養成講座の際に認知症サポーターが地域でできる活動事例等を紹介する。

・関係省庁連絡会議等幅広い機会において、認知症の人本人による講演・意見交換の場を設ける。

・認知症の人やその家族の視点を重視した支援体制の構築のため、地域で認知症の人が集い、発
信する取組である、本人ミーティング等について全国的に広める。

・全国どの地域においても必要な人が成年後見制度を利用できるよう、各地域において、権利擁護支
援の地域連携ネットワークの構築を段階的・計画的に図る。

・本人の特性に応じた意思決定支援を行うための指針の策定等に向けた検討や検討の成果の共有・
活用を行う。
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Ⅰ 認知症への理解を深めるための普及・啓発の推進

【認知症サポーターの人数】（目標引上げ）
２０１７（平成２９）年度末 ８００万人 ⇒ ２０２０（平成３２）年度末 １２００万人

① 認知症の人の視点に立って認知症への社
会の理解を深めるキャンペーンの実施

・ 認知症への社会の理解を深めるための全国的なキャンペーンを展開
⇒ 認知症の人が自らの言葉で語る姿等を積極的に発信

・ 認知症サポーターを量的に養成するだけでなく、活動の任意性を維持しながら、
認知症サポーターが様々な場面で活躍してもらうことに重点を置く

・ 認知症サポーター養成講座の際に活動事例等の紹介や修了した者が復習も兼
ねて学習する機会を設け、活動につなげるための講座など、地域や職域の実情に
応じた取組を推進

② 認知症サポーターの養成と活動の支援

③ 学校教育等における認知症の人を含む高齢
者への理解の推進

・ 学校で認知症の人を含む高齢者への理解を深めるような教育を推進
・ 小・中学校で認知症サポーター養成講座を開催
・ 大学等で学生がボランティアとして認知症高齢者等と関わる取組を推進 6



認知症施策推進総合戦略～認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて～

● 地域や職域で認知症サポーターの養成を進めるとともに、活動の任意性は維持しつつ、養成された
認知症サポーターが認知症高齢者等にやさしい地域づくりを加速するために様々な場面で活躍しても
らえるようにする。【厚生労働省】

【実績と目標値】
サポーター人数：２０１７（平成２９）年１２月末実績 ９８０万人（目標値：２０３０（平成３２）年度末 １２００万人）

※認知症サポーター養成講座の際に活動事例等の紹介や、修了した者が復習も兼ねて学習す
る機会を設け、活動につなげるための講座など、地域や職域の実情に応じた取組を推進

認知症への理解を深めるための普及・啓発の推進

○キャラバンメイト養成研修
実施主体：都道府県、市町村、全国的な職域団体等
目 的：地域、職域における「認知症サポーター養成講座」の講師役

である「キャラバンメイト」を養成
内 容：認知症の基礎知識等のほか、サポーター養成講座の展開方法、

対象別の企画手法、カリキュラム等をグループワークで学ぶ。

○認知症サポーター養成講座
実施主体：都道府県、市町村、職域団体等
対 象 者：
〈住民〉自治会、老人ｸﾗﾌﾞ､民生委員、家族会、防災・防犯組織等
〈職域〉企業、銀行等金融機関、消防、警察、スーパーマーケット

コンビニエンスストア、宅配業、公共交通機関等
〈学校〉小中高等学校、教職員、ＰＴＡ等

（認知症サポーター）

○ 認知症に関する正しい知識と理解を持ち、地域や職域で認知症の人や家族に対してできる範囲での手助
けをする人

認知症サポーターの養成と活動の支援
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認知症サポーターの活動状況について
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出展：平成２７年度 老人保健健康増進等事業「認知症サポーター等の資質向上に関する調査研究事業」

○ 認知症サポーターの活動状況については、｢見守り｣が121自治体で最も多く、次いで｢オレンジカ
フェの開催または参加｣81自治体、｢認知症サポーター養成講座の開催協力｣80自治体、｢傾聴｣73自治
体と続いている。

○ ｢その他｣については、｢捜索模擬訓練の開催や参加・協力｣や、イベント等への参加も含めた｢啓
発・広報活動｣といったものがみられた。

※ Ｎ＝214（認知症サボーターの活動を把握している自治体）
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Ⅱ 認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護等の提供

【かかりつけ医認知症対応力向上研修の受講者数（累計）】（目標引上げ）
２０１７（平成２９）年度末 ６０，０００人 ⇒ ２０２０（平成３２）年度末 ７５，０００人

【認知症サポート医養成研修の受講者数（累計）】（目標引上げ）
２０１７（平成２９）年度末 ５，０００人 ⇒ ２０２０（平成３２）年度末 １０，０００人

【歯科医師認知症対応力向上研修の受講者数】（目標新設）
２０１６（平成２８）年度研修実施 ⇒ ２０２０（平成３２）年度末 ２２，０００人

・ かかりつけ医の認知症対応力向上、認知症サポート医の養成等
・ 歯科医師・薬剤師の認知症対応力向上
・ 認知症疾患医療センター等の整備
・ 認知症初期集中支援チームの設置

・ 容態の変化に応じて医療・介護等が有機的に連携し、適時・適切に切れ目なく提供

・ 早期診断・早期対応を軸とし、妄想・うつ・徘徊等の行動・心理症状（ＢＰＳＤ）や身体
合併症等が見られても、医療機関・介護施設等での対応が固定化されないように、最
もふさわしい場所で適切なサービスが提供される循環型の仕組み

【基本的考え方】

発症予防 発症初期 急性増悪時 中期 人生の最終段階

① 本人主体の医療・介護等の徹底 ② 発症予防の推進

③ 早期診断・早期対応のための体制整備

9



診断・指導

指導・助言

紹介診断・
指導

紹介

情報提供・相談

複数の専門職による個別の訪問支援
（受診勧奨や本人・家族へのサポート等）

保健師・看護師等

連携

認知症サポート医
である専門医（嘱託）

○ 専門的な鑑別診断
○ 定期的なアセスメント
○ 行動・心理症状外来対応
○ 地域連携

●認知症初期集中支援チーム ●専門医療機関（認知症疾患医療センター等）

●認知症地域支援推進員

地域の実態に応じた認知症施策の推進
（医療・介護・地域資源と専門相談等）

●かかりつけ医・歯科医

医療系＋介護系職員（保健師、看護師、介護
福祉士、社会福祉士、精神保健福祉士等）

相談
情報提供

指導
助言

近隣地域

本
人

家
族

訪問
（観察・評価）

専門医
派遣

日常診療・相談

診療・相談

相談

認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護等の提供

・ 容態の変化に応じて医療・介護等が有機的に連携し、適時・適切に切れ目なく提供されることで、
認知症の人が住み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができるようにする。

・ 早期診断・早期対応を軸とし、妄想・うつ・徘徊等の行動・心理症状（ＢＰＳＤ）や身体合併症等が
見られても、医療機関・介護施設等での対応が固定化されないように、最もふさわしい場所で適切
なサービスが提供される循環型の仕組みを構築する。

発症予防 発症初期 急性増悪時 中期 人生の最終段階

○ 早期段階での発見・気づき
○ 専門医療機関への受診誘導
○ 本人の診察・相談、家族の相談

●認知症サポート医

助言相談

○ かかりつけ医の相談約
○ 地域連携
○ 正しい知識の普及啓発

連携

早期診断・早期対応のための体制整備のイメージ
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認知症施策推進総合戦略～認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて～

Ⅱ 認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護サービス等の提供

（３）早期診断・早期対応のための体制整備＜歯科医師・薬剤師の認知症対応力向上研修
＞

＜歯科医師認知症対応力向上研修事業・薬剤師認知症対応力向上研修事業＞
歯科医師や薬剤師の認知症対応力を向上させるための研修を、関係団体の協力を得ながら実施する。

【実績と目標値】 （目標新設）
歯科医師：２０１６（平成２８）年度実績 0.4万人 ⇒ ２０２０（平成３２）年度末 2.2万人
薬剤師：２０１６（平成２８）年度実績 0.8万人 ⇒ ２０２０（平成３２）年度末 4万人

早期診断・早期対応のための体制整備

家族

本人 ※歯科医

※かかりつけ薬剤師

自宅

認知症疾患医療センター

※ 高齢者等と接する中で、認知症の疑
いがある人に早期に気がつき、かか
りつけ医等と連携して対応する

※ 認知症の人の状況に応じた歯科治
療・口腔機能管理、服薬指導等を適
切に行う

かかりつけ医・

認知症サポート医等
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認知症施策推進総合戦略～認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて～

２ 認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護サービス等の提供

（3）早期診断・早期対応のための体制整備＜認知症疾患医療センター等の整備＞

● 認知症の疑いがある人については、速やかに鑑別診断が行われることが必要。認知症疾患医療センター
については、都道府県ごとに地域の中で担うべき機能を明らかにした上で、認知症疾患医療センター以外の
鑑別診断を行うことができる医療機関と併せて、計画的に整備を図っていく。【厚生労働省】

【事業名】 認知症疾患医療センター運営事業
【実績と目標値】 ２０１７（平成２９）年１１月現在（指定予定も含む） ４２２か所 ⇒ ２０２０（平成３２）年度末 約５００か所

※ 基幹型、地域型及び連携型のより効果的、効率的な機能や地域での連携の在り方を検討するとともに、設置されていない地域が
なくなるよう、２次医療圏域に少なくとも１センター以上の設置を目標とする。

基幹型 地域型 連携型

設置医療機関 病院（総合病院） 病院（単科精神科病院等） 診療所・病院

設置数（平成29年7月現在）
※指定予定も含む

16か所 350か所 39か所

基本的活動圏域 都道府県圏域 二次医療圏域

専
門
的
医
療

機
能

鑑別診断等 認知症の鑑別診断及び専門医療相談

人員配置

・専門医（１名以上）
・専任の臨床心理技術者（1名）
・専任の精神保健福祉士又は
保健師等 （２名以上）

・専門医（１名以上）
・専任の臨床心理技術者（1名）
・専任の精神保健福祉士又は保健師
等 （２名以上）

・専門医（１名以上）
・看護師、保健師、精神保健福祉士、
臨床心理技術者等 （１名以上）

検査体制
（※他の医療機関との連
携確保対応で可）

・CT
・MRI
・SPECT（※）

・CT
・MRI（※）
・SPECT（※）

・CT（※）
・MRI（※）
・SPECT（※）

BPSD・身体合併症対応 空床を確保 急性期入院治療を行える医療機関との連携体制を確保

医療相談室の設置 必須 －
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認知症初期集中支援チーム

●配置場所 地域包括支援センター等
診療所、病院、認知症疾患医療センター

市町村の本庁

【対象者】

40歳以上で、在宅で生活しており、かつ

認知症が疑われる人又は認知症の人で

以下のいずれかの基準に該当する人

◆ 医療･介護サービスを受けていない人、
または中断している人で以下のいずれかに
該当する人

（ア）認知症疾患の臨床診断を受けていない人

（イ）継続的な医療サービスを受けていない人

（ウ）適切な介護保険サービスに結び付いていない人

（エ）診断されたが介護サービスが中断している人

◆ 医療･介護サービスを受けているが
認知症の行動・心理症状が顕著なため、
対応に苦慮している

医療と介護の専門職

（保健師、看護師、作業療法士、
精神保健福祉士、社会福祉士、
介護福祉士等）

認知症サポート医
である医師（嘱託）

●認知症初期集中支援チームのメンバー

複数の専門職が家族の訴え等により

認知症が疑われる人や認知症の人及び

その家族を訪問し、アセスメント、家族

支援等の初期の支援を包括的･集中的

（おおむね６ヶ月）に行い、自立生活の

サポートを行うチーム

【事業名】 認知症初期集中支援推進事業 （地域支援事業）
【目標等】 ２０１８（平成３０）年度～ すべての市町村で実施

配置後においても、先進的な取組事例を全国に紹介するなどチームが効果的に機能するよう、体制整備を支
援するとともに、地域の実情に応じた取組につなげる。 13



・ 介護サービス基盤の整備
・ 認知症介護の実践者⇒実践リーダー⇒指導者の研修の充実
・ 新任の介護職員等向けの認知症介護基礎研修の実施

⑤ 認知症の人の生活を支える介護の提供

⑥ 人生の最終段階を支える医療・介護等の連携

④ 行動・心理症状（ＢＰＳＤ）や身体合併症等への適切な対応
・ 医療機関・介護施設等での対応が固定化されないように、最もふさわしい場所で
適切なサービスが提供される循環型の仕組みを構築
・ 行動・心理症状（ＢＰＳＤ）への適切な対応
・ 身体合併症等に対応する一般病院の医療従事者の認知症対応力向上
・ 看護職員の認知症対応力向上 ・認知症リハビリテーションの推進

⑦ 医療・介護等の有機的な連携の推進
・ 認知症ケアパス（認知症の容態に応じた適切なサービス提供の流れ）の積極的活用
・ 医療・介護関係者等の間の情報共有の推進
⇒ 医療・介護連携のマネジメントのための情報連携ツールの例を提示

地域ケア会議で認知症に関わる地域資源の共有・発掘や連携を推進
・ 認知症地域支援推進員の配置、認知症ライフサポート研修の積極的活用
・ 地域包括支援センターと認知症疾患医療センターとの連携の推進

【看護職員認知症対応力向上研修の受講者数】（目標新設）
２０２０（平成３２）年度末 ２２，０００人
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認知症施策推進総合戦略～認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて～

Ⅱ 認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護サービス等の提供

（４）行動・心理症状（ＢＰＳＤ）や身体合併症等への適切な対応＜身体合併症等への適切な対
応＞

【病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修の実績と目標値】 （目標引き上げ）
目標 ２０１７（平成２９）年度末 8.7万人 ⇒ ２０２０（平成３２）年度末 22万人
実績 ２０１６（平成２８）年度末 9.3万人

【看護職員認知症対応力向上研修の実績と目標値】 （目標新設）
２０１６（平成２８）年度末実績 0.4万人 ⇒ ２０２０（平成３２）年度末 2.2万人

自宅

本人

家族

入院等による治療

【病院勤務の医療従事者向
け認知症対応力向上研修】
・身体合併症への早期対応
認知症の人の個別性に合
わせた適切な対応を推進
する

【看護職員認知症対応力向上研修】

・研修受講者が同じ医療機関等の看

護職員に対して伝達することで、医
療機関内等での認知症ケアの適
切な実施とマネジメ ント体制を
構築を目指す

＜病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修事業・看護職員認知症対応力向上研修事業＞
病院勤務の医療従事者等の認知症対応力を向上させるための研修を、関係団体の協力を得ながら実施する。

身体合併症等への適切な対応
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認知症施策推進総合戦略～認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて～

２ 認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護サービス等の提供

● 本人主体の介護を行うことで、できる限り認知症の進行を緩徐化させ、行動・心理症状（ＢＰＳＤ）を予防できるよ
うな、良質な介護を担うことができる人材を質・量ともに確保していく。【厚生労働省】

【認知症介護指導者養成研修、認知症介護実践リーダー研修、認知症介護実践者研修】

【実績と目標値】 指導者養成研修：２０１６（平成２８）年度末見込 ２，２００人 ⇒ ２０２０（平成３２）年度末 ２，８００人
実践リーダー研修：２０１６（平成２８）年度末見込 ３．９万人 ⇒ ２０２０（平成３２）年度末 ５万人
実践者研修：２０１６（平成２８）年度末見込 ２４．７万人 ⇒ ２０２０（平成３２）年度末 ３０万人

（５）認知症の人の生活を支える介護の提供＜良質な介護を担う人材の確保＞

【目標】

認知症介護に携わる可能性
のある全ての職員の受講を
目指す

※受講者がより受講しやすい
仕組みについて検討

新任の介護職員等が認知症
介護に最低限必要な知識、
技能をｅラーニングの活用に
より修得

【認知症介護基礎研修】
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認知症ケアに係る研修一覧

○ 認知症高齢者に対するより適切なケア・サービス提供のために、介護従事者を対象とする８研修、医療従事者を対象とす
る７研修、認知症総合支援事業に携わる者を対象とする２研修の計１７研修を実施。
○ このうち、１４研修は地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）、３研修は都道府県等の一般財源にて対応。

＜介護従事者を対象とする研修＞

○ 認知症対応型サービス事業
管理者研修

○ 認知症対応型サービス事業
開設者研修

○ 小規模多機能型居宅介護
サービス等計画作成担当者研修

○ 認知症介護指導者フォローアップ
研修

○ 認知症介護基礎研修

＜医療従事者を対象とする研修＞

○ 認知症サポート医養成研修

○ 認知症サポート医フォローアップ
研修

○ かかりつけ医認知症対応力向上
研修

○ 病院勤務の医療従事者向け
認知症対応力向上研修

○ 歯科医師の認知症対応力向上研修

○ 薬剤師の認知症対応力向上研修

○ 看護職員の認知症対応力向上研修

＜認知症総合支援事業関係研修＞

○ 認知症初期集中支援チーム員研修

○ 認知症地域支援推進員研修

＜介護従事者を対象とする研修＞

○ 認知症介護実践者研修 ○ 認知症介護実践リーダー研修 ○ 認知症介護指導者養成研修

地域医療介護総合確保基金

一般財源
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認知症
地域支援推進員

【配置先】
○地域包括支援センター
○市町村本庁
○認知症疾患医療センター
など

※関係機関等と連携し以下の事業の企画・調整を行う
●認知症疾患医療センターの専門医等による、病院・施設等における処遇困難
事例の検討及び個別支援

●介護保険施設等の相談員による、在宅で生活する認知症の人や家族に対する
効果的な介護方法などの専門的な相談支援

●「認知症カフェ」等の開設
●認知症ライフサポート研修など認知症多職種協働研修の実施 等

認知症対応力向上のための支援

●認知症の人が認知症の容態に応じて必要な医療や介護等のサービスを受け
られるよう関係機関との連携体制の構築

●市町村等との協力による、認知症ケアパス（状態に応じた適切な医療や
介護サービス等の提供の流れ）の作成・普及 等

医療・介護等の支援ネットワーク構築

●認知症の人や家族等への相談支援

●「認知症初期集中支援チーム」との連携等による、必要なサービスが認知症
の人や家族に提供されるための調整

相談支援・支援体制構築

市町村

協働

認知症地域支援推進員

【推進員の要件】
①認知症の医療や介護の専門的知識及び
経験を有する医師、歯科医師、薬剤師、保
健師、看護師、作業 療法士、歯科衛生士、
精神保健福祉士、 社会福祉士、介護福祉士
など
②①以外で認知症の医療や介護の専門的
知識及び経験を有すると市町村が認めた者

18

【事業名】 認知症地域支援・ケア向上事業 （地域支援事業）
【目標等】 ２０１８（平成３０）年度～ すべての市町村で実施

配置後においても、先進的な取組事例を全国に紹介し、地域の実情に応じた効果的な活用を推進



【認知症カフェ等の設置・普及】
地域の実情に応じて認知症地域支援推進員等が企画するなど、認知症の人が集まる場や認知症
カフェなどの認知症の人や家族が集う取組を２０２０（平成３２）年度までに全市町村に普及させる

・ 若年性認知症の人やその家族に支援のハンドブックを配布
・ 都道府県の相談窓口に支援関係者のネットワークの調整役を配置
・ 若年性認知症の人の居場所づくり、就労・社会参加等を支援

・ 認知症初期集中支援チーム等による早期診断・早期対応
・ 認知症カフェ等の設置

① 認知症の人の介護者の負担軽減

・ 介護ロボット、歩行支援機器等の開発支援
・ 仕事と介護が両立できる職場環境の整備
（「介護離職を予防するための職場環境モデル」の普及のための研修等）

② 介護者たる家族等への支援
・ 家族向けの認知症介護教室等の普及促進
・ 家族等に対する支援方法に関するガイドラインの普及

③ 介護者の負担軽減や仕事と介護の両立

Ⅲ 若年性認知症施策の強化

Ⅳ 認知症の人の介護者への支援
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若年性認知症の人への支援

■相談（相談窓口）■
①本人や家族との悩みの共有
②同行受診を含む受診勧奨
③利用できる制度、サービスの紹
介や手続き支援

④本人、家族が交流できる居場所
づくり

■支援ネットワークづくり■
・ワンストップの相談窓口の役割を
果たすため、医療・介護・福祉・
労働等の関係者による支援体制
（ネットワーク）の構築

・ネットワークにおける情報共有、
ケース会議の開催、普及啓発等

■普及・啓発■
・支援者・関係者への研修
会の開催等

・企業や福祉施設等の理解
を促進するためのパンフ
レット作成など

これらの支援を一体的に行うために

若年性認知症支援コーディネーター
を各都道府県に配置

ハローワークなど
行政機関

地域障害者
職業センター

企業

障害者職業・
生活支援センター

障害福祉サービス
介護サービス

地域包括支援
センター

医療機関

法テラス

若年性認知症支援

コーディネーター

・職場復帰の訓練
・日常生活の支援
・財産の管理
・健康面の不安

①若年性認知症の人との意見交換会の開催等を通じた若年性認
知症の人のニーズ把握
②若年性認知症の人やその家族が交流できる居場所づくり

③産業医や事業主に対する若年性認知症の人の特性や就労に
ついての周知

④企業における就業上の措置等の適切な実施など治療と仕事の
両立支援の取組の促進

⑤若年性認知症の人がハローワークによる支援等が利用可能で
あることの周知 等

若年性認知症自立支
援ネットワーク

若年性認知症の特性に配慮した就労・社会参加支援

【目標】 若年性認知症支援コーディネーターの資質の向上や認知症
地域支援推進員との連携を進めるとともに、先進的な取組事例
を全国に紹介すること等を通じて、地域の実情に応じた効果的
な取組を推進する。
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地域両立支援推進チーム（協議会）

○両立支援に係る各機関の取組の実施状況の共有
○各機関の取組に係る相互の周知協力
○相談窓口の支援連携に係る各機関の役割分担及び連絡先一覧作成
○地域の実情に応じた周知啓発（パンフレットの作成等）
○その他

設置趣旨

治療と職業生活の両立支援を効果的に進めるため、各都道府県の自治体等関係者とネットワーク
を構築し、既に行われている両立支援に係る取組を効果的に連携させ、両立支援の取組の推進を
図ることを目的とする。

事務局

各都道府県労働局

メンバー

○使用者団体の推薦者 ○労働組合の推薦者
○都道府県医師会 ○都道府県（がん等の疾病対策の担当部署等）
○都道府県産業保健総合支援センター ○労災病院
○地域の医療機関（がん診療連携拠点病院等） ○その他、地元の大学等の有識者 等

協議内容例
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認知症施策推進総合戦略～認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて～

● 認知症の人の介護者の負担を軽減するため、認知症初期集中支援チーム等による早期診断・早期対応を
行うほか、認知症の人やその家族が、地域の人や専門家と相互に情報を共有し、お互いを理解し合う認知症カ
フェ等の設置を推進。

● また、家族向けの認知症介護教室等の取組について、好事例を収集して全国に紹介し、その普及を進める。
【厚生労働省】

【事業名】 認知症地域支援・ケア向上事業
【目標値】 地域の実情に応じて認知症地域支援推進員等が企画するなど、認知症の人が集まる場や認知症

カフェなどの認知症の人や家族が集う取組を２０２０（平成３２）年度までに全市町村に普及させる

４ 認知症の人の介護者への支援

＜認知症の人の介護者の負担軽減＞＜介護者たる家族等への支援＞

認知症カフェの様子

夜のカフェの様子

○ １～２回／月程度の頻度で開催（２時間程度／回）
○ 通所介護施設や公民館の空き時間を活用

○ 活動内容は、特別なプログラムは用意されていな
く、利用者が主体的に活動。
○効果
・認知症の人 → 自ら活動し、楽しめる場所
・家族 → わかり合える人と出会う場所
・専門職 → 人としてふれあえる場所（認知症

の人の体調の把握が可能）
・地域住民 → つながりの再構築の場所（住民同

士としての交流の場や、認知症に対
する理解を深める場）
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認知症カフェ実施状況

○ 認知症カフェ
⇒ 認知症の人やその家族が、地域の人や専門家と相互に情報を共有し、お互いを理解し合う場

【認知症カフェ等の設置・普及】

地域の実情に応じて認知症地域支援推進員等が企画するなど、認知症の人が集まる場や認知症カフェなどの認知症の人
や家族が集う取組を２０２０（平成３２）年度までに全市町村に普及させる

○ 28年度実績調査
・47都道府県1,029市町村にて、4,267カフェが運営されている。
・設置主体としては、介護サービス施設・事業所、地域包括支援センターが多く見られた。

～認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）抜粋～

～都道府県別実施状況（実施市町村数）～

※ 都道府県管内において認知症カフェの開設を把握
している市町村数。

※ n＝4,363 （複数回答あり）

～都道府県別実施状況（設置カフェ数）～

都道府県
実施
市町村
数

都道府県
実施
市町村
数

都道府県
実施
市町村
数

北海道 62 石川県 14 岡山県 18

青森県 13 福井県 14 広島県 17

岩手県 17 山梨県 12 山口県 14

宮城県 25 長野県 32 徳島県 15

秋田県 20 岐阜県 35 香川県 8

山形県 30 静岡県 26 愛媛県 13

福島県 26 愛知県 46 高知県 15

茨城県 21 三重県 18 福岡県 31

栃木県 12 滋賀県 17 佐賀県 7

群馬県 14 京都府 26 長崎県 9

埼玉県 53 大阪府 35 熊本県 27

千葉県 40 兵庫県 41 大分県 16

東京都 48 奈良県 17 宮崎県 12

神奈川県 19 和歌山県 8 鹿児島県 22

新潟県 22 鳥取県 8 沖縄県 7

富山県 15 島根県 12 計 1,029

都道府県 カフェ数 都道府県 カフェ数 都道府県 カフェ数

北海道 182 石川県 93 岡山県 85 

青森県 36 福井県 35 広島県 103 

岩手県 46 山梨県 28 山口県 41 

宮城県 120 長野県 76 徳島県 34 

秋田県 51 岐阜県 96 香川県 27 

山形県 74 静岡県 95 愛媛県 30 

福島県 75 愛知県 287 高知県 38 

茨城県 47 三重県 69 福岡県 111 

栃木県 22 滋賀県 56 佐賀県 10 

群馬県 61 京都府 136 長崎県 18 

埼玉県 287 大阪府 285 熊本県 82 

千葉県 144 兵庫県 351 大分県 48 

東京都 338 奈良県 33 宮崎県 30 

神奈川県 167 和歌山県 13 鹿児島県 67 

新潟県 121 鳥取県 26 沖縄県 27 

富山県 45 島根県 21 計 4,267

9%

20%

1%

29%
9%

5%

27%

市町村

地域包括支援センター

認知症疾患医療センター

介護サービス施設・事業者

社会福祉法人

NPO法人

その他

～設置主体～
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③ 就労・社会参加支援
・就労、地域活動、ボランティア活動等の社
会参加の促進

・若年性認知症の人に対する、通常の事業
所での雇用継続に向けた支援、通常の事
業所での雇用が困難な場合の就労継続
支援（障害福祉サービス）

① 生活の支援（ソフト面）
・家事支援、配食、買物弱者への宅配の提
供等の支援
・高齢者サロン等の設置の推進

・高齢者が利用しやすい商品の開発の支
援

② 生活しやすい環境
（ハード面）の整備

・多様な高齢者向け住まいの確保

・高齢者の生活支援を行う施設の住宅団
地等への併設の促進
・バリアフリー化の推進

・高齢者が自ら運転しなくても移動手段を
確保できるよう、公共交通の充実を図るな
ど移動手段の確保を推進

④ 安全確保

・独居高齢者の安全確認や行方不明者の
早期発見・保護を含めた地域での見守り
体制の整備

・高齢歩行者や高齢運転者の交通安全の
確保
・詐欺などの消費者被害の防止

・成年後見制度（特に市民後見人）や法テ
ラスの活用促進
・高齢者の虐待防止

Ⅴ 認知症の人を含む高齢者にやさしい地域づくりの推進
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高齢運転者交通事故防止対策に関する有識者会議の開催について

有
識
者
会
議
の
概
要

経

緯

【高齢運転者による交通事故防止対策に関する関係閣僚会議の開催】 （平成28年11月15日）
○高齢運転者による交通死亡事故の発生状況等を踏まえ、
高齢運転者の交通事故防止対策に政府一丸となって
取り組むために開催

○ 安倍総理から次の３点について指示
・ 改正道路交通法の円滑な施行
・ 社会全体で高齢者の生活を支える体制の整備
・ 更なる対策の必要性の検討

【高齢運転者交通事故防止対策ワーキングチームの設置】 （平成28年11月24日）
○ 高齢運転者の交通事故防止について、関係行政機関における更なる対策の検討を促進し、その成果等に
基づき早急に対策を講じるため、交通対策本部（本部長：加藤内閣府特命担当大臣）の下に設置

○ ワーキングチームは、各省庁から検討 ・ 実施状況等の報告を受け、平成29年６月頃を目途に、全体的な
取りまとめを行うとともに、以降も引き続き必要な検討を継続

【趣旨等】
○ ワーキングチームの構成員である警察庁交通局長が、高齢運転者に係る詳細な事故分析を行い、専門家の
意見を聞きながら、高齢者の特性が関係する事故を防止するために必要な方策を幅広く検討するために開催

○ 平成29年１月から６月までの間に５回程度開催し、検討状況等をワーキングチームへ随時報告するとともに、
以降も引き続き必要な検討を継続

【構成員】
○ 有識者委員
行政法、社会学、自動車工学、交通心理学等の学識者
医療・福祉等の関係団体の代表者等

【主な検討課題】
○ 高齢運転者に対する効果的な交通安全教育
○一定のリスクを有する者の把握と運転免許証の自主返納の促進
○改正道路交通法の施行状況を踏まえた運転免許制度の在り方

○ 警察庁
交通局長、交通企画課長、高齢運転者等支援室長

○関係府省
内閣府・総務省・厚労省・経産省・国交省の課長等

○高速道路における逆走対策
○衝突被害軽減ブレーキ等の先進安全技術
の普及

第1回（平成29年1月16日）高齢運

転者交通事故防止対策に関する
有識者会議資料３より
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高齢運転者交通事故防止対策に関する提言（概要）

先 進 安 全 技 術 等

○自主返納の促進に向けた広報啓発活動の強化
○運転適性相談の充実・強化
○運転免許がなくても高齢者が安心して暮らせる環境の整備

○安全運転サポート車（セーフティ・サポートカーＳ）の普及啓発
○交差点安全支援機能や逆走防止技術等の様々な技術の活用
○自動運転の実現に向けた法制度面の課題検討等の取組の推進

運 転 免 許 証 の 自 主 返 納 等

○医師の診断対象者の増加を踏まえた、医師会等関係団体との連携強化による診断を行う協力医師の確保に向けた取組の推進
○高齢者講習の受講待ち期間の長期化を踏まえた、都道府県公安委員会の直接実施等による、その期間短縮等に向けた取組の推進

改 正 道 路 交 通 法 の 確 実 な 施 行

○認知機能と安全運転の関係に関する調査研究の実施
○認知症のおそれがある者への早期診断・早期対応

○視野と安全運転の関係に関する調査研究の実施
○視野障害に伴う運転リスクに関する広報啓発活動の推進

認知症を始めとする運転リスクとそれへの対応

○加齢に応じた望ましい運転の在り方等に係る交通安全教育等の推進
○高齢者の特性等に応じたきめ細かな対策の強化に向けた運転免許制度の在り方等に関する調査研究の実施

検討の経緯
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75歳以上の高齢運転者による死亡事故件数及び構成比

高齢運転者の交通事故防止に向けて取り組むべき今後の方策

「高齢運転者による交通事故防止対策に関する関係閣僚会議」における総理指示を踏まえ、平成29年１月から「高齢運転者交通事故防止 対策に関す
る有識者会議」を開催し、高齢者の特性が関係する交通事故を防止するために必要な方策について幅広く検討

死亡事故における人的要因比較（平成28年）

【提言に当たっての共通認識】
「交通事故分析に基づく効果的な対策」「高齢運転者の特性等に応じたきめ細かな対策」「関係機関・団体等が連携した総合的な対策」の実施

視野障害への対応認知症への対応

その他の加齢に伴う身体機能の低下への対応

○ 75歳以上の運転免許保有者数がほぼ倍増する中、
死亡事故件数は横ばい傾向

○ 死亡事故件数全体が減少傾向のため、構成比が上昇
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具体的方策

・高齢者の公共交通機関利用促進策に対する地方公共団
体の助成の働きかけ

・乗合タクシー等高齢者が利用しやすいサービスの導入
に向けた地方公共団体等との連携

・タクシーの相乗り促進
⇒ 配車アプリを活用した実証実験【平成29年度中実施】

・過疎地域におけるサービス維持のための取組

１. 公共交通機関の活用

・検討プロセスのガイドライン化
⇒ 市町村等が行う自家用有償運送の導入の円滑化

【平成29年度中実施】

・市町村が主体となる自家用有償運送の活用の円滑化

・地方公共団体等に対する制度の周知徹底

３. 自家用有償運送の活用

・貨客混載の推進
⇒ 過疎地域における旅客運送と貨物運送のかけもち

【平成29年６月末までに結論】

・スクールバス等への混乗

２. 貨客混載等の促進

・ルールの明確化
⇒ 道路運送法上の「許可・登録を要しない輸送」について、

ガソリン代等の他に一定の金額を収受することが可能な範
囲を明確化 【平成29年度中検討・結論】

⇒ 営利を目的としない「互助」による輸送のためにNPOが自
治体の車両を活用するなど、輸送の対価に当たらない支援

を例示 【平成29年９月までに実施】

・実施にあたっての条件整備

・「互助」による輸送の導入に関する情報提供

４. 許可・登録を要しない輸送（互助による輸送）の明確化

・介護サービスと輸送サービスの連携

⇒ 地域における運輸部門と福祉部門の連携強化
【速やかに周知】

⇒ 介護保険制度の移動支援サービスの明確化・普及
拡大 【平成29年７月までに実施】

５. 福祉行政との連携

・地方運輸局の取組強化

・制度・手続等の周知徹底

・地域主体の取組の推進

６. 地域における取組に対する支援

高齢者の移動手段の確保に関する検討会 中間とりまとめ概要
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高齢運転者による交通事故防止に向けて（概要）
平 成 2 9 年 6 月
高齢運転者交通事故防止対策
ワ ー キ ン グ チ ー ム

１．改正道路交通法の円滑な施行

２．高齢者の移動手段の確保など社会全体で生活を支える体制の整備

３．高齢運転者の特性も踏まえた更なる対策

80歳以上の高齢運転者による事故死者数 32年までに200人以下（29年中に250人以下）

【数値目標】

◎ 医師の診断体制の確保に向けた警察と医師会等の連携強化～協力医師約4,800人を確保（29年5月末現在）～

◎ 認知症の早期診断・対応に向けた警察と地方公共団体福祉部局の連携強化

（１） 有識者会議の提言を踏まえた今後の方策
○ 運転適性相談の抜本的見直し ～運転免許証の自主返納の促進等～（速やかに実施）

○ 運転免許制度の更なる見直し～80歳以上の運転リスクが特に高い者への実車試験の導入等～（速やかに検討開始）

○ 公共交通機関の利用促進～タクシー相乗りサービスの実証実験等～（29年度中に開始）

○ 自家用有償運送の導入・活用の円滑化 ～使用車両や運行形態の拡大・手続の合理化等～（29年度中に開始）

○ 介護サービスと輸送サービスの連携強化～介護保険制度の移動支援サービスの普及拡大等～（速やかに開始）

（２） 「安全運転サポート車」（サポカーＳ）の普及啓発
◎ コンセプトの策定・公表
◎ 官民を挙げた普及啓発～広報活動の展開や体験機会の拡大等～

○ 安全基準等策定・自動車アセスメント拡充による先進安全技術の普及促進（既に検討開始）

（３） 高速道路における逆走対策の一層の推進
○ 逆走車両を警告・誘導する民間技術等の実道での実験（29年7月に開始）

凡例：◎既に開始
：○実施予定

※26～28年平均約270人
24～25年平均約250人28



高齢運転者交通事故防止対策ワーキングチームの取りまとめ
を踏まえた厚生労働省の取組について

１．改正道路交通法の円滑な施行

２．高齢者の移動手段の確保など社会全体で生活を支える体制の整備

◎ 医師の診断体制の確保に向けた警察と医師会等の連携強化 ～協力医師約4,800人を確保（29年5月末現在）～

◎ 認知症の早期診断・対応に向けた警察と地方公共団体福祉部局の連携強化

○ 介護サービスと輸送サービスの連携強化～介護保険制度の移動支援サービスの普及拡大等～

【ワーキングチームの取りまとめ】

【厚生労働省の取組】

○ 自治体に対し、自治体の福祉部局と警察、運転適性相談窓口等が連携し、以下の取組の推進を依頼

① 地域における診断の受け入れ体制の整備に協力するとともに、医師の診断が必要とされた方が適切に診断を受けられる
よう支援すること
② 免許の更新の際に認知症のおそれがあると判断された方について、適切に認知症の早期診断、早期対応に繋げていくこと
③ 認知症のおそれがある方やその家族から、運転継続や免許の更新に関する相談があった場合に、必要な支援を受けられる
ようにすること

【厚生労働省の取組】

○ 市町村の福祉部局と交通部局の連携強化や交通関係と介護保険制度等の地域の協議の場の間の連携により一体的な対策
を検討

○ 介護保険制度における移動支援サービス（訪問型サービスＤ）について、対象者や助成の範囲を明確化

○ 移動支援サービスとして実施可能なモデルの情報提供

【ワーキングチームの取りまとめ】
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認知症高齢者等による事故等の実態把握等に関する検討等について（概要）
平成２８年１２月１３日第５回認知症高齢者等にやさしい地域づくりに係る関係省庁連絡会議資料より

○平成19年12月7日
・列車との衝突により、認知症高齢者が死亡する事故が発生。その後、原告(ＪＲ東海)から被告(遺族)宛に、損害
賠償請求。

○平成28年3月1日
最高裁判決 →ＪＲ東海側 敗訴（遺族の賠償責任は認められず）
・妻は同居しているものの要介護１の状態にあること、長男は別居で月３回程度の訪問をしていたに過ぎないこと等の事情
を踏まえ、妻も長男も民法714条第１項の法定監督義務者又はこれに準ずべき者に当たるとすることはできないとした。

・認知症高齢者の介護に従事していた家族の監督義務があるかどうかについては個別に判断されるべきものであるが、今回
のケースは監督義務があるとは判断されなかったもの。

○平成28年3月14日
安倍内閣総理大臣・国会質疑 （参・予算委員会）
・上記事故を受け、認知症の方による事件、事故に社会としてどのように備えていくのか、実態把握の方法など、「認知症
高齢者等によるやさしい地域づくりに係る関係省庁連絡会議」において検討させる旨答弁。

○平成28年5月31日 「第４回 関係省庁会議連絡会議」
・「認知症高齢者等による事故等の実態把握に関するワーキンググループ」の設置

○平成28年6月～
・ＷＧを７回開催（有識者ヒアリング含む）

○平成28年12月13日 「第５回 関係省庁会議連絡会議」
・WGにおける検討状況の報告

経緯
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（１）事故等の未然防止・早期対応の必要性
・認知症の方が重大な事故を発生させないようにするための地域の見守り体制づくりが必要。
・地域で認知症の方と関わることが多いことが想定される事業者（小売業、金融機関、公共交通機関等）が気づき、早期に必要な対応
ができるよう、認知症に関する理解を深める取組が必要。
・また、鉄道事故等の未然防止に向けて設備・ハード面での対応が必要。

（２）起こりうる損害への備え・事故等が起こった場合の損害への対応
・新たな制度的対応に係る検討や民間保険の活用。

２ 課題

○厚生労働省：認知症の人の日常生活におけるトラブル等

・家族アンケート調査によると、生活障害、金銭、行動・心理症状など、トラブル内容は様々のものがある。

○法 務 省：法定監督義務者又は準監督義務者の損害賠償責任について判示した裁判例

・認知症の患者が加害者となったケースは不見当（知的・精神障害者に関する裁判例：10件）。

○金 融 庁：民間保険の保険金支払い対象となった認知症患者による事故等の事例
・認知症患者の加害行為を監督義務者が個人賠償したケースは非常に少ない。（年間数件程度／社）

○国土交通省：認知症の人が関係する鉄道事故等
・平成26年度中の事故：全29件（損害額は最大約120万円。損害内容としては「人件費」が一番多い。）

○警 察 庁：認知症の人が交通事故を端緒として自動車運転免許取消し等に至った事案（※）

・平成27年の交通事故（78件）のうち人身事故：27件、物損事故：51件。

※ 事故後の臨時適性検査（医師の診断）等により運転者が認知症であることが判明した事案のみ。

１ 各省庁における実態把握

WGにおける検討状況等について（概要）

認知症の方による事件、事故に関する実態把握、有識者からのヒアリング等を踏まえ、社会としてどのように備えていくのか
について関係省庁で検討。
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（１） 事故等の未然防止・早期対応
① 地域における見守りの体制整備の推進
○ 徘徊・見守りの体制整備について、都道府県が未実施市町村の支援や広域での体制整備を推進する事業を新たに開始。
○ 認知症サポーターが地域の見守り体制で活躍している事例などを広め、より効果的に活動できる仕組み作りを進める。

② 認知症に地域で関わることが想定される職域における取組
○ 地域と関わりの強い小売業・金融機関・公共交通機関等の職員に対して、認知症サポーター講座の受講を周知する。
○ 運転免許センター内に医療系専門職員を配置して運転適性相談に当たらせることにより、専門的な見地から病状を早期に発見
し、認知症の方による交通事故の未然防止を図る取組を推進する。

③ 鉄道事故等の未然防止に向けた設備・ハード面への対応
○ 踏切道に取り残された認知症高齢者等の歩行者を救済するため、検知能力の高い障害物検知装置や非常押しボタンの設置を推
進する。

（２）起こりうる損害への備え・事故等が起こった場合の損害への対応

① 新たな制度的な対応について
○ 責任能力がなく、また監督責任者がない場合の被害者救済のあり方については、認知症の方に限らず、責任能力と賠償責任に関
する法制上の課題等も含めた議論が必要である。また、責任能力に関わりなく幅広く損害をカバーする仕組みについては生活のあ
らゆる場面が想定される中で、その範囲、財源、モラルハザードへの対応も含め幅広い議論が必要であり、直ちに新たな制度的な
対応を行うことは難しいと考えられる。
○ 加えて、各省庁における実態把握の取組の結果において、認知症に起因する事故・トラブル等は、一定件数発生しているが、そ

の内容や損害などは多様であるとともに、今回の最高裁判決の事案のように損害額が高額となる事案が、頻繁かつ多発していると
いう事実は確認されなかった。また、②にあるように民間保険も開発が進められている。
○ このため、まずは、上記（１）、（２）②の施策等を進め、今後の実態を注視しながら必要に応じ、関係省庁連絡会議において検討す
る。

②民間保険について
○ 鉄道事故に関し、特定の鉄道会社などを対象に、人身事故による電車の運休や遅延に伴う費用や、復旧のための人件費などを
カバーするオーダーメイド的な保険も検討されている。
○ また、個人として法的な賠償責任を補償するための保険も様々な商品が開発されている。
○ このため、まずはこうした民間保険について、今後の実態を注視するとともに、特に個人の賠償責任を補償する保険について、市
町村や「認知症の人と家族の会」等の関係団体と連携しつつ、必要に応じて紹介・普及等を行う。

３ 今後の施策等

32



行方不明・身元不明認知症高齢者等に関する実態及び取組について

○警察庁の統計データ（H28年中）

（１） 行方不明者数（認知症やその疑いのある行方不明者として届けられた人数）：15,432人(対前年 26.4％増)
※行方不明者の約98.8％については、１週間以内に所在が確認されている。

（参考）・H27年中：12,208人（対前年13.2％増）・H26年中：10,783人（対前年 4.5％増）
・H25年中：10,322人（対前年 7.4％増）

（２） 所在確認状況 ：15,314人(うち、死亡確認 471人)
（参考）・H27年中： 12,121人（うち、死亡確認 479人） ・H26年中 ：10,848人 (うち、死亡確認429人）

・H25年中： 10,180人 (うち、死亡確認 388人）

（３） H28年中受理した者で未解決のものの数 ：191人
（参考）H27年中：150人 ・H26年中：168人 ・H25年中 ：234人

○行方不明・身元不明認知症高齢者等に関する主な取組
・認知症サポーターの養成
平成29年3月末現在で約880万人を養成。

・市町村における行方不明に関する取組事例の普及・推進
全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議（H29.3.10開催）において、「行方不明を防ぐ・見つける市区町村・地域による
取組事例」を配布
・身元不明の認知症高齢者等に関する特設サイトの設置

厚生労働省ホームページに、自治体で公開されている情報を一覧にして確認できる特設サイトを設け、身元不明の認知症高齢者等に関する
情報公開や本特設サイトの積極的な活用の検討を各自治体に促す（H26.9） ※H27.3に47都道府県全てにリンク

○地方自治体による認知症高齢者の見守りに関する事業の実施状況（H28年）
※（）内は全国1,741市町村に対する割合

・ 認知症高齢者の見守りに関する事業を実施している市町村数：1,355ヶ所（77.8％）
（主な事業内容）
認知症高齢者の捜索・発見・通報・保護・見守りに関するネットワークの構築：1,059ヶ所（60.8％）
GPS等の探知システムの活用：531ヶ所（30.5％） 33
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成年後見制度利用促進基本計画について

＜経緯＞

○H28．5 「成年後見制度の利用の促進に関する法律」施行

○H28．9 「成年後見制度利用促進会議」（会長：総理）より「成年後見制度利用促進委員

会」に意見を求める（基本計画の案に盛り込むべき事項について）

○H29．1 「委員会」意見取りまとめ

○H29．1～2 パブリックコメントの実施

○H29．3 「促進会議」にて「基本計画の案」を作成の上、閣議決定

＜計画のポイント＞ ※計画対象期間：概ね５年間を念頭。市町村は国の計画を勘案して市町村計画を策定。

（１）利用者がメリットを実感できる制度・運用の改善
⇒財産管理のみならず、意思決定支援・身上保護も重視した適切な後見人の選任・交代
⇒本人の置かれた生活状況等を踏まえた診断内容について記載できる診断書の在り方の検討

（２）権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり
⇒①制度の広報②制度利用の相談③制度利用促進（マッチング）④後見人支援等の機能を整備
⇒本人を見守る「チーム」、地域の専門職団体の協力体制（「協議会」）、コーディネートを行う
「中核機関（センター）」の整備

（３）不正防止の徹底と利用しやすさとの調和
⇒後見制度支援信託に並立・代替する新たな方策の検討 ※預貯金の払戻しに後見監督人等が関与
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直営又は委託

地域連携ネットワークのイメージ

家庭裁判所

協議会

中核機関

医療・福祉関係団体

市町村

弁護士会・司法書士会
・社会福祉士会等

民生委員・自治会等
地域関係団体

地域包括支援セ
ンター

社会福祉協議会

都道府県

民間団体・ＮＰＯ等

金融機関

≪地域連携ネットワークの役割≫
 権利擁護支援の必要な人の発見・支援
 早期の段階からの相談・対応体制の整備

 意思決定支援・身上保護を重視した成年後見制度の運用に資する支援体
制の構築

≪地域連携ネットワークの機能≫
・広報機能、相談機能、利用促進機能、後見人支援機能、不正防止効果

後見人等本人
（認知症高齢者）

後見人等

ケアマネジャー 相談支援専門員

障害福祉
サービス事
業者

医療機関

チーム

介護

サービス事
業者

医療機関

本人
（障害者）

チーム

・相談対応
・チームの支援
・協議会の開催
・家裁との連携
・後見人受任者調整等の支援 等

連携・支援
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成年後見制度利用促進基本計画の工程表

29年度 30年度 31年度※ 32年度 33年度

Ⅰ 制度の周知

Ⅱ 市町村計画の策定

Ⅲ

利用者がメリットを実感できる制度の運用
・適切な後見人等の選任のための検討の促進
・診断書の在り方等の検討

・高齢者と障害者の特性に応じた意思決定支援
の在り方についての指針の策定等の検討、成果
の共有等

Ⅳ

地域連携ネットワークづくり
・市町村による中核機関の設置

・地域連携ネットワークの整備に向けた取組の推
進

Ⅴ

不正防止の徹底と利用しやすさの調和

・金融機関における預貯金等管理に係る自主的
な取組のための検討の促進等

・取組の検討状況等を踏まえたより効率的な不正
防止の在り方の検討

Ⅵ 成年被後見人等の医療・介護等に係る意思決定
が困難な人への支援等の検討

Ⅶ 成年被後見人等の権利制限の措置の見直し

パンフレット、ポスターなどによる制度周知

国の計画の周知、市町村計画の策定働きかけ、策定状況のフォローアップ

中核機関の設置・運営、地域連携ネットワークの整備

相談体制・地域連携ネットワーク構築支援

（各地域の取組例の収集・紹介、試行的な取組への
支援等）

相談体制の強化、地域連携ネットワークの更なる構築

適切な後見人等の選任のための検討の促進

診断書の在り方等の検討

意思決定支援の在り方についての指針の策定等の検討、成果の共有等

新たな運用等の開始、運用状況のフォローアップ

金融機関における自主的取組のための検討の促進
取組の検討状況・地域連携ネットワークにおける不正防止
効果を踏まえたより効率的な不正防止の在り方の検討

医療・介護等の現場において関係者が対応を
行う際に参考となる考え方の整理

成年被後見人等の権利制限の措置について法制上の措置等
目途：平成３１年５月まで

施策の進捗状況については、随時、国において把握・評価し、必要な対応を検討する。
※基本計画の中間年度である平成３１年度においては、各施策の進捗状況を踏まえ、個別の課題の整理・検討を行う。

専門職団体等による自主的な取組の促進

参考となる考え方の周知、活用状況を踏まえた改善
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Ⅵ 認知症の予防法、診断法、治療法、リハビリテーションモデル、介護
モデル等の研究開発及びその成果の普及の推進

・ 高品質・高効率なコホートを全国に展開するための研究等を推進
・ 認知症の人が容易に研究に参加登録できるような仕組みを構築
・ ロボット技術やＩＣＴ技術を活用した機器等の開発支援・普及促進
・ ビッグデータを活用して地域全体で認知症予防に取り組むスキームを開発

・ 認知症の人が必要と感じていることについて実態を把握する取組や支援体制の
構築手法等を検討
※ 地域で認知症の人が集い、発信する取組（本人ミーティング）の手引きを周知し、診断直後から本人
ミーティングにつながるまでの一連の支援体制の構築手法等について検討。

・ 認知症の人の生きがいづくりを支援する取組を推進

② 初期段階の認知症の人のニーズ把握や生きがい支援

・ 認知症の人やその家族の視点を認知症施策の企画・立案や評価に反映 させ
るための好事例の収集や方法論の研究

Ⅶ 認知症の人やその家族の視点の重視

① 認知症の人の視点に立って認知症への社会
の理解を深めるキャンペーンの実施

③ 認知症施策の企画・立案や評価への認知症の人やその家族の参画

（再掲）
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認知症の本人が集い、本人同士が主になって、自らの体験や希望、必要としていること

を語り合い、自分たちのこれからのよりよい暮らし、暮らしやすい地域のあり方を一緒に

話し合う場です。

『集って楽しい！』に加えて、本人だからこその気づきや意見を本人同士で語り合い、そ

れらを本人同士、そして地域に伝えていくための集まりです。

★本人ミーティングとは

今、地域で

起きている

こと

(課題）

声をよく聴いてもらえない

わかってくれる人、仲間に出会えない

世話になる一方はつらい、役立ちたい

自分の暮らしに役立つ支えがない

生きていく張り合いがない

とじこもる、元気がなくなる

本 人

本人の声をよく聴いたことがない

本人のことが、よくわからない

つきあい方、支え方がよくわからない

本人が地域の中で元気で生きがいを
もって暮らし続けるために、どんな
(新しい）サービスが必要かわからない

地域の人、支援関係者、行政

○本人が仲間と出会い、思いを率直に語れる場/聴く場が、地域にあったら、

お互いに、楽に、元気になれる。

○本人が、声をもとに本人と地域の様々な人が一緒に考え活かしていくことで

やさしいまちをスムーズにつくれる。

地域の現状を、みんなで一緒に、よりよく変えていこうとして
始まったのが、本人ミーティングです。

★なぜ、本人ミーティングが必要？

本人ミーティングを

知る

⑤行政や関係者が本人の声を聴く

⑥本人の体験や思いの理解を深める

③一人ひとりが
生きがいをもって
よりよく暮らしていく
きっかけにする

①本人同士が出会い、つながる

②自らの体験・希望、必要としている
ことを率直に表す

本人が自ら参加

本人ミーティング

⑦ 自分らしく暮らし続けるために本人が必要としていることを把握し、発信・共有

⑧ 本人視点に立ってよりよい施策や支援をいっしょに進める

（企画・立案、実施、評価、改善の一連のプロセスを本人と一緒に）

○本人ミーティングは、認知症の人の視点を重視したやさしい地域づくりを
具体的に進めていくための方法です。

④本人が
地域づくりに参画する

認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）【抜粋】

 認知症の人が住み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続けるために必要と感じていることについ
て実態調査を行う。

 認知症の人同士の繋がりを築いて、カフェを超えた地域の中での更なる活動へと繋げていけるような認
知症の人の生きがいづくりを支援する取組を推進する。

 認知症の人やその家族の視点は、本戦略だけでなく、地方自治体レベルで認知症施策を企画・立案し、
また、これを評価するに当たっても尊重されることが望ましい。認知症の人やその家族の視点を認知症
施策の企画・立案や評価に反映させるための好事例の収集や方法論の研究を進め、これを発信すること
で全国的な取組を推進していく。

ニッポン一億総活躍プラン【抜粋】

 認知症の人が集まる場や認知症カフェなど、認知症の人やその家族が集う取組みを2020年度までに 全
市町村に普及させ、こうした活動の情報を市町村や地域包括支援センターから住民に発信する。

参考

本人ミーティングとは何か、何が
大切かを伝えている本人

★本人ミーティングのねらい

※ 平成２８年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業）「認知症の視点を重視した生活実態調査及び認知症施策の企画立案や評価に反映させるための方法論
等に関する調査研究事業」 本人ミーティング開催ガイドブック https ://www. i l c japan .o rg/s tudy/ 抜粋 （長寿社会開発センター国際長寿センターのホームページに掲載）39
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本人ミーティングの様々な取組例
多様な場を活かして、多様な人たちが開催しています。

地域食堂で(北見市）
主催：介護・医療の地域

ネットワーク

駅近の交流スペースで(仙台市）
主催：本人、家族、医師、

ケア関係者等、地域の
多職種の自主組織

認知症カフェで(国立市）
主催：地域の医療機関/

在宅療養相談室

町役場の多目的室で(綾川町）
主催：地域包括支援センター

介護施設の交流スペースで
(大牟田市）
主催：ケア関係者の研究会

本人ミーティングでの本人の声

○同じような体験をしている人と話せてうれしかった。自分もいろいろ言えて、元気が出た。

○自分たちが言わないと、わかってもらえない。自分たちが話すことが、まちをよくすることに役立つんだと聞
いて、胸がすく思いがした。

○仲間が欲しい。認知症の人同士で話し合える場所がもっと近くにほしい。

○診断後すぐ、先生(医師）がこういう場につないでほしい。

○家族がいろいろいってくれるのはありがたいが、心配しすぎ。

○できることを奪わないでほしい。失敗しても怒らないで。

○（医療や介護の人は）家族と話している。自分に話してほしい。

○家族に頼らないで誰かがいてくれて、出かけられるように。

○自分が自分でいられる場がほしい。

○自分のやりたいことがいろいろある。今のデイサービスでなく、もっと自由な場があるといい。

○自宅で暮らせなくなった時）家のように自由に暮らせて、やさしく助けてくれる人いる場所がありがたい。

○認知症施策を作る時に、自分たちをいれたら変わるのではないか。本人の声を行政に届ける仕組みがほ
しい。

○「私、認知症です」と言える社会に。

同席・同行した人の声

○話せるか心配だったが、自分から話していた。驚いた。(家族）

○帰り道の（本人の)足取りが軽く、とても嬉しそうで私も嬉しくなった。(家族）

○知らないことを楽しそうに話しておられた。もっと新鮮にきかなければ。(介護職）

○ふだんと活き活き差が全然違った。他の職員にも参加してもらい、一緒に変えていきたい(病棟看護
師）。

○こうした場があれば、大事なこと、やるべきことが具体的にわかる！（地域包括支援センター）

○やってみたらうちの地域でもできた。自分の方が元気と勇気をもらった。続けていきたい。(行政事務
職）

小規模多機能事業所で
（上田市）
主催：社会福祉総合施設

※ 平成２８年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業）「認知症の視点を重視した生活実態調査及び認知症施策の企画立案や評価に反映させるための方法論
等に関する調査研究事業」 本人ミーティング開催ガイドブック https ://www. i l c japan .o rg/s tudy/ をもとに作成 40

https://www.ilcjapan.org/study/


終わりに

○ 認知症高齢者等にやさしい地域の実現には、国を挙げた取組みが必要。

⇒ 関係省庁の連携はもとより、行政だけでなく民間セクターや地域住民自らなど、
様々な主体がそれぞれの役割を果たしていくことが求められる。

○ 認知症への対応に当たっては、常に一歩先んじて何らかの手を打つという意識を、
社会全体で共有していかなければならない。

○認知症高齢者等にやさしい地域は、決して認知症の人だけにやさしい地域ではない。

⇒ コミュニティーの繋がりこそがその基盤。認知症高齢者等にやさしい地域づくりを
通じ地域を再生するという視点も重要。

○ 認知症への対応は今や世界共通の課題。

⇒ 認知症ケアや予防に向けた取組についての好事例の国際発信や国際連携を進め
ることで、認知症高齢者等にやさしい地域づくりを世界的に推進。

○ 本戦略の進捗状況は、認知症の人やその家族の意見を聞きながら随時点検。

○ 医療・介護サービス等の提供に関し、個々の資源の整備に係る数値目標だけでな
く、これらの施策のアウトカム指標の在り方についても検討し、できる限りの定量的評
価を目指す。
⇒ これらの点検・評価を踏まえ、本戦略の不断の見直しを実施。
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介護保険法の改正（抜粋）

（認知症に関する施策の総合的な推進等）

第５条の２ 国及び地方公共団体は、認知症（脳血管疾患、アルツハイマー病そ
の他の要因に基づく脳の器質的な変化により日常生活に支障が生じる程度にま
で記憶機能及びその他の認知機能が低下した状態をいう。以下同じ。）に対す
る国民の関心及び理解を深め、認知症である者への支援が適切に行われるよ
う、認知症に関する知識の普及及び啓発に努めなければならない。

２ 国及び地方公共団体は、被保険者に対して認知症に係る適切な保健医療サー
ビス及び福祉サービスを提供するため、認知症の予防、診断及び治療並びに認
知症である者の心身の特性に応じたリハビリテーション及び介護方法に関する
調査研究の推進並びにその成果の活用に努めるとともに、認知症である者を現
に介護する者の支援並びに認知症である者の支援に係る人材の確保及び資質の
向上を図るために必要な措置を講ずることその他の認知症に関する施策を総合
的に推進するよう努めなければならない。

３ 国及び地方公共団体は、前項の施策の推進に当たっては、認知症である者及
びその家族の意向の尊重に配慮するよう努めなければならない。

※下線部が改正箇所。 42



43

第７期介護保険事業計画基本指針案（抜粋）

第一 サービス提供体制の確保及び事業実施に関する基本的事項
七 認知症施策の推進

今後増加することが見込まれる認知症の人に適切に対応するため、認知症施策推進総合戦略（以下「新オレン
ジプラン」という。）に沿って、認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で自分ら
しく暮らし続けることができる社会を目指した取組として、次の１から６までのとおり、認知症施策を進めるこ
とが重要である。
１ 認知症への理解を深めるための普及・啓発

認知症サポーターの養成や活動の支援など、社会全体で認知症の人を支える基盤の整備の取組を推進するこ
と。

２ 認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護等の提供
早期診断・早期対応を軸とし、行動・心理症状や身体合併症等が見られた場合にも、医療機関・介護施設等

での対応が固定化されないように、退院・退所後もそのときの容態にもっともふさわしい場所で適切なサービ
スが提供される循環型の仕組みを構築するため、必要な医療・介護等が適切に提供される体制整備、医療・介
護等に携わる人材の認知症対応力向上のための取組を推進するとともに、全ての市町村に設置されている認知
症初期集中支援チームや認知症地域支援推進員について活用を図り、地域の実情に応じた体制整備を推進する
こと。

３ 若年性認知症施策の強化
就労支援を含めた支援等を行う若年性認知症支援コーディネーターを配置するなどにより、若年性認知症の

人の相談支援、関係者の連携のための体制整備、居場所づくり、就労・社会参加支援等の様々な分野にわたる
支援を総合的に講じていくこと。

４ 認知症の人の介護者への支援
地域の実情に応じた認知症カフェ等の設置を推進し、精神的・身体的負担を軽減する観点からの支援や、介

護者の生活と介護の両立を支援する取組を推進すること。
５ 認知症の人を含む高齢者にやさしい地域づくり

地域での見守りの体制整備を進めるとともに、成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成２８年法律第
２９号。以下「成年後見制度利用促進法」という。）に基づく権利擁護の取組の推進、市民後見人の育成・活
用、支援体制の整備等を推進すること。

６ 認知症の人やその家族の視点を重視
初期段階の認知症の人のニーズ把握や生きがい支援など、認知症の人やその家族の視点を重視した取組を進

めること。 43



第二 市町村介護保険事業計画の作成に関する事項
三 市町村介護保険事業計画の任意記載事項
１ 地域包括ケアシステムの構築のため重点的に取り組むことが必要な事項
（二）認知症施策の推進

市町村は、新オレンジプランに基づき、認知症の容態の変化に応じて、適時・適切に切れ目なく保健医療
サービス及び福祉サービスが提供される循環型の仕組みが構築されるよう、医療や介護に携わる者の認知症対
応力の向上のための取組や、これらの者に対して指導助言等を行う者の育成のための取組を進めることが重要
である。認知症の人を地域で支えるために必要な早期診断等を行う医療機関、介護サービス、見守り等の生活
支援サービス等の状況を示すとともに、以下の取組について、各年度における具体的な計画（事業内容、実施
（配置）予定数、受講予定人数等）を定めることが重要である。
イ 認知症初期集中支援チームの運営・活用の推進
ロ 認知症地域支援推進員の活動の推進（認知症ケアパスの作成・普及、認知症カフェの設置の推進、関係機
関との連携等）

ハ 成年後見制度利用促進法や成年後見制度利用促進基本計画（成年後見制度利用促進法第１２条第１項に規
定する成年後見制度利用促進基本計画をいう。以下同じ。）に基づく権利擁護の取組の推進、市民後見人の
育成・活用、支援組織の体制整備

ニ 地域の見守りネットワークの構築
ホ 認知症サポーターの養成と活用その他市町村が行う認知症の人とその家族への支援に関する取組

第７期介護保険事業計画基本指針案（抜粋）
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第三 都道府県介護保険事業支援計画の作成に関する事項
三 都道府県介護保険事業支援計画の任意記載事項
１ 地域包括ケアシステムの構築のため支援に関する事項
（二）認知症施策の推進

都道府県は、新オレンジプランに基づき、認知症の容態の変化に応じて適時・適切に切れ目なく保健医療
サービス及び福祉サービスが提供される循環型の仕組みが構築されるよう、医療や介護に携わる者の認知症対
応力の向上のための取組や、これらの者に対して指導助言等を行う者の育成のための取組を進めることが重要
である。
このため、以下の取組について、認知症施策に関する各年度における具体的な計画（事業内容、実施（配

置）予定数、受講予定人数等）を定めることが重要である。
また、第二の三の１の(二)に掲げる市町村の取組も含めた都道府県全体の計画を示し、必要に応じて、市町

村への支援策を定めることが重要である。
なお、早期診断を行う医療機関の整備については、精神疾患の医療体制の構築に係る指針に留意することが

重要である。
イ 早期診断・早期対応を行う認知症疾患医療センター等の医療機関や連携体制の整備
ロ かかりつけ医に対する認知症対応力向上のための研修の実施及ロかかりつけ医に対する認知症対応力向上
のための研修の実施及

ハ 病院従事者、歯科医師、薬剤師、看護職員に対する認知症対応力向上のための研修の実施
ニ 認知症ケアに携わる介護人材の育成（認知症介護実践者研修、認知症介護実践リーダー研修、認知症介護
指導者研修及び認知症介護基礎研修）

ホ 若年性認知症施策の実施（相談支援、関係者の連携のための体制整備、居場所づくり、就労・社会参加支
援等様々な分野にわたる支援）

ヘ 成年後見制度利用促進法や基本計画に基づく権利擁護の取組の推進、市民後見人の育成・活用、支援組織
の体制整備

ト 広域の見守りネットワークの構築チ認知症サポーターの養成と活用その他都道府県が行う認知症の人とそ
の家族への支援に関する取組

第７期介護保険事業計画基本指針案（抜粋）
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地域包括ケアシステムの構築

○ 平成30年度までに全市町村が地域支援事業として以下の事業に取り組めるよう、必要な財源を確保し、市町村の取組を支援する。

※１ 平成30年度からの完全実施に向けて段階的に予算を拡充。
※２ 上記の地域支援事業の負担割合は、国38.5％、都道府県19.25％、市町村19.25％、１号保険料23％（公費割合は77％）。
※３ 併せて、介護予防・日常生活支援総合事業を推進する。

地域の医療・介護関係者による会議
の開催、在宅医療・介護関係者の研
修等を行い、在宅医療と介護サービ
スを一体的に提供する体制の構築
を推進

初期集中支援チームの関与による認知症
の早期診断・早期対応や、地域支援推進
員による相談対応、認知症カフェの設
置や認知症の本人が集う取組を推進

生活支援コーディネーターの配置や
協議体の設置等により、地域におけ
る生活支援の担い手やサービスの開
発等を行い、高齢者の社会参加及び
生活支援の充実を推進

団塊の世代が75歳以上となり医療・介護等の需要の急増が予想される2025（平成37）年を目途に、医療や介護が必要な状態に
なっても、できるだけ住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活
支援が包括的に確保される「地域包括ケアシステム」の構築に向けて取組を進める。

Ⅱ 市町村による在宅医療・介護連携、認知症施策の推進など地域支援事業の充実 ４３４億円

在宅医療・介護連携 認知症施策

地域包括支援センター等において、
多職種協働による個別事例の検討
等を行い、地域のネットワーク構築、
ケアマネジメント支援、地域課題の把
握等を推進

地域ケア会議 生活支援の充実・強化

Ⅰ 介護サービスの充実と人材確保

（１）地域医療介護総合確保基金（介護分） ７２４億円

○ 医療介護総合確保推進法に基づき、各都道府県に設置した地域医療介
護総合確保基金（介護分）を活用し、介護施設等の整備を進めるほか、介護
人材の確保に向けて必要な事業を支援する。

①介護施設等の整備に関する事業
地域密着型特別養護老人ホーム等の地域密着型サービス施設の整備に
必要な経費や、介護施設（広域型を含む）の開設準備等に必要な経費、 特
養多床室のプライバシー保護のための改修など介護サービスの改善を図る
ための改修等に必要な経費の助成を行う。（６３４億円）

②介護従事者の確保に関する事業
多様な人材の参入促進、資質の向上、労働環境・処遇の改善の観点から、
介護従事者の確保対策を推進する。（９０億円） ※基金の負担割合

国2/3 都道府県1/3 

（２）平成２７年度介護報酬改定における消費税財源の活用分
（介護職員の処遇改善等） １，１９６億円

○ 平成27年度介護報酬改定による介護職員の処遇改善等を引き
続き行う。

・１人あたり月額１万２千円相当の処遇改善
（８９３億円＜改定率換算で＋１．６５％＞）

・中重度の要介護者や認知症高齢者等の介護サービスの充実
（３０３億円＜改定率換算で＋０．５６％＞）

※金額は３０年度予算案（公費）
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認知症高齢者等にやさしい地域づくりのための施策の推進

平成２９年度予算額 約８８億円

○ 現在、６５歳以上高齢者の約４人に１人が認知症の人又は予備群と言われ、更に増加することが見込まれる中で、認知症の
人が認知症とともによりよく生きていくことができるよう環境整備を行っていくことが必要。

○ 「認知症施策推進総合戦略」（新オレンジプラン）に基づき、早期診断・早期対応を軸とした、認知症の容態に応じた切れ目の
ない適時・適切な医療・介護等の提供が図られる仕組みを構築するなど、認知症高齢者等にやさしい地域づくりを推進する。

※ 厚生労働省では、上記の医療・介護分野以外でも、介護者の仕事と介護の両立支援、ハローワークによる就労参加支援などにより、認知症の人を含む高齢
者にやさしい地域づくりを推進。

※ さらに、関係省庁においても、生活の支援（ソフト面）、生活しやすい環境（ハード面）の整備、就労・社会参加支援、安全確保等の観点から、認知症の人を含
む高齢者にやさしい地域づくりのための施策が行われている。

平成３０年度予算案 約９７億円
[①②③の合計額]

①認知症に係る地域支援事業

・認知症初期集中支援チームの設置
・認知症地域支援推進員の設置等

②認知症施策等総合支援事業等【14億円 → 15億円】

・認知症高齢者見守りの推進（一部新規）
・若年性認知症支援体制の拡充（一部新規）
・成年後見制度利用促進に関する枠組み構築（一部新規）
・認知症疾患医療センターの整備 等

④地域医療介護総合確保基金事業
（介護分）

・介護サービス基盤の整備
・介護、権利擁護等に関する人材の確保

⑤医療・介護保険制度等

・医療・介護保険制度による医療・介護給付費等
③認知症関係研究費 【8.8億円 → 9.0億円】
・コホート研究の全国展開と疾患登録に基づくデータ等を活用して、
有効な予防法、革新的な診断・治療法等の開発を進めるとともに、
臨床研究の実施を支援する体制の整備を推進

主な認知症施策関連予算
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認知症総合戦略推進事業

認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）に基づき、適時適
切な医療介護等の提供、若年性認知症施策の強化、認知症高齢者等
にやさしい地域づくりの推進等各種施策を進める必要がある。
このため、広域的な見守り体制の構築、認知症の本人が集う取組の

普及、初期集中支援チームや地域支援推進員の活動についての支
援、医療介護連携体制の確立、若年性認知症支援コーディネーター
の設置、高齢者等の相談機関における法律面での支援体制の整備
等、地域の実情に応じた取組を支援し、認知症の人やその家族が安
心して住み続けられる地域づくりを推進する。

１ 先駆的な取組の共有や、広域での連携体制の構築
（主な事業内容）
・ 広域の見守りネットワークの構築

（都道府県内→都道府県を越えたブロック単位を追加）

・ 認知症の本人が集う取組の普及
・ 初期集中支援チームや地域支援推進員の活動支援

（都道府県支援の拡充（専門職等派遣））
・ 認知症医療と介護の連携の枠組み構築 等
２ 認知症の人や家族が気軽に相談できる体制の構築、認知症の理

解の促進
３ 成年後見制度利用促進のための相談支援やネットワークの

構築、意思決定支援の普及・啓発
４ 若年性認知症の人の状態やライフステージに応じた適切な支援
・ 若年性認知症支援コーディネーター支援や相談窓口の設置の拡充
・ 社会参加活動のための居場所づくりの推進

※ 下線部が平成３０年度より実施

実施主体：１、３ 都道府県、２、４ 都道府県・指定都市
補助率： １／２

平成30年度予算案
2.5億円→3.3億円

概 要

事業内容

医療・介護
専門職

・ケース検討や困難事例
における指導・助言

派遣

若年性認知症支援

ハローワーク
等行政機関

地域障害者職業
センター

企業

障害者職業・
生活支援センター

障害福祉サービス
介護サービス

地域包括支援
センター

医療機関

法テラス

・職場復帰の訓練
・日常生活の支援
・財産の管理
・健康面の不安

若年性認知症支援

コーディネーター

専門職派遣による初期集中支援チーム等の活動支援

都道府県

認知症に関する支援の
活動の向上

市町村

実施主体・補助率

認知症
高齢者等

・社会福祉協議会
・地域包括支援センター 等

・弁護士会
・司法書士会
・家庭裁判所 等

権利擁護
人材研修
受講者

連携

相談機能
強化

相談

成年後見制度利用促進のための体制整備
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認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）【抜粋】
・ 認知症の人やその家族が安心して暮らすためには、地域によるさりげない見守り体制づくりが重要であることから、独居高齢者の安全確認や行方不明者の早期発見・保護を含
め、地域での見守り体制を整備する。

ニッポン一億総活躍プラン【抜粋】
• 認知症の人の見守り模擬訓練など、認知症高齢者等による事故等を未然に防ぐ取組みを進めるとともに、民間保険等の活用を含め、事故等が起こった場合の備えについて検
討する。

○ 認知症高齢者の見守り事
業を先行的に実施
・ 見守り模擬訓練
・ ボランティアによる訪問 等

見守り事業未実施

認知症高齢者等の見守りの推進について

認知症の人やその家族が安心して暮らすためには、地域による見守り体制の構築が重要であり、先般の認知症高齢者列
車事故最高裁判決も踏まえ、各市町村において、認知症の人の捜索活動を行う模擬訓練など、認知症高齢者等による事故
等を未然に防ぐ取組を推進する必要がある。
しかしながら、現時点においてこれらの事業の取組状況には市町村ごとに隔たりがあるため、都道府県において未実施市
町村に対する支援や、市町村を超えた広域のネットワークを構築する取組等に対し財政支援を行う。

・ 各都道府県において、事業実施市町村と未実施市町村との課題等の共有のための会議
・ 都道府県や市町村を超えた広域での認知症の人の見守り模擬訓練等の企画及び実施 等

概 要

事業内容

Ａ市（先進地域）
Ｃ町

見守り事業未実施

Ｂ市

都 道 府 県

広域自治体間の会議開催

広域避難訓練の実施

好事例・手法の助言

都 道 府 県

都 道 府 県

都 道 府 県
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○認知症疾患に関する鑑別診断の実施など、地域での認知症医療提供体制の拠点としての活動を行う事業（H20年～）

→ 平成２９年度より、さらなる整備促進のため、診療所型の設置要件に病院を追加し「連携型」を新設

○実施主体：都道府県・指定都市（鑑別診断に係る検査等の総合的評価が可能な医療機関に設置）

○設置数：全国に４２２か所（平成29年11月現在 都道府県知事又は指定都市市長が指定）

認知症疾患医療センター運営事業

基幹型 地域型 連携型

設置医療機関 病院（総合病院） 病院（単科精神科病院等） 診療所・病院

設置数（平成29年７月現在）
※指定予定を含む

１６か所 ３５６か所 ５０か所

基本的活動圏域 都道府県圏域 二次医療圏域

専
門
的
医
療

機
能

鑑別診断等 認知症の鑑別診断及び専門医療相談

人員配置 ・専門医 （１名以上）
・臨床心理技術者 （１名以上）
・精神保健福祉士又は保健師等
（２名以上）

・専門医 （１名以上）
・臨床心理技術者 （１名以上）
・精神保健福祉士又は保健師等
（２名以上）

・専門医 （１名以上）
・看護師、保健師、精神保健福祉士、
臨床心理技術者等 （１名以上）

検査体制
（※他の医療機関との連携

確保対応で可）

・ＣＴ
・ＭＲＩ
・ＳＰＥＣＴ（※）

・ＣＴ
・ＭＲＩ（※）
・ＳＰＥＣＴ（※）

・ＣＴ（※）
・ＭＲＩ（※）
・ＳＰＥＣＴ（※）

ＢＰＳＤ・身体合併症対応 空床を確保 急性期入院治療を行える医療機関との連携体制を確保

医療相談室の設置 必須 －

地域連携機能 ・地域への認知症に関する情報発信、普及啓発、地域住民からの相談対応
・認知症サポート医、かかりつけ医や地域包括支援センター等に対する研修の実施
・地域での連携体制強化のための｢認知症疾患医療連携協議会｣の組織化 等

平成30年度予算案：836,173千円
（平成29年度予算：796,494千円）
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今後、高齢化に伴い認知症高齢者等の増加が見込まれる中、認知症高齢者等がその判断能力に応じて必要な介護や生活支援サービスを受けな
がら日常生活を過ごすことができるよう、認知症高齢者等の状態の変化を見守りながら、介護保険サービスの利用援助や日常生活上の金銭管理等
の支援から成年後見制度の利用に至るまでの支援が切れ目なく、一体的に確保されるよう、認知症高齢者等の権利擁護に関する取組を推進。

① 成年後見制度利用促進のための相談機関やネットワークの構築などの体制整備 認知症総合戦略推進事業（３．３億円の内数）
・ 成年後見制度利用促進のため、社会福祉協議会や地域包括支援センター等の相談機関やネットワークの構築などの体制整備を実施。
・ 認知症高齢者の意思決定支援のための普及・啓発
※ 実施主体：都道府県 補助率：１／２

② 権利擁護人材育成事業 地域医療介護総合確保基金（介護分） ４８３億円の内数
成年後見制度の利用に至る前の支援から成年後見制度の利用に至るまでの支援が切れ目なく、一体的に確保されるよう、権利擁護人材の育成
を総合的に推進する。

③ 成年後見制度利用支援事業 地域支援事業 １，９８８億円の内数
低所得の高齢者に対する成年後見制度の市町村申立てに要する経費や成年後見人等に対する報酬の助成等を行う。

概 要

事業内容（平成30年度予算案）

認知症高齢者等の権利擁護に関する取組の推進

研修修了者

②権利擁護人材育成事業

認知症
高齢者等

相談

・社会福祉協議会
・地域包括支援センター 等

①成年後見制度利用促進のため
の相談機関やネットワークの
構築などの体制整備

③成年後見制度
利用支援事業

認知症
高齢者等

制度
利用

制度
利用

・申立て費用
・報酬

財政支援

・弁護士会
・司法書士会
・家庭裁判所
等

連携

養成

相談機能
強化
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○ 本日はこのような場で話をさせて頂きありがとうございます。ただいまご紹介頂きました、丹野智
文です。

○ 実は、私は多くの講演活動をしていますが、こんな大きなところで登壇することに不安がありまし
た。まだまだ偏見もあり、こうしてきちんと話をする当事者は、診断の間違いではないだろうかと言
われる人もいるからです。しかし、本日、多くの当事者が登壇し、歌いました。今日、ここで私が話
しようと思った理由は、認知症になったら終わりではない全国にいるまだまだ不安のある当事者へ、
認知症でも笑顔で元気に楽しく過ごすことが出来る事を知ってもらいたかったからです。

○ 私も、診断後は「認知症＝終わり」だと思い、不安や恐怖から、夜、泣いてばかりいました。それ
は泣きたくて泣いていたわけではなく、ベットに入ると自然と涙が流れてくるのです。それだけ、常
に不安と恐怖があり、押しつぶされそうになっていました。それが、元気な当事者やサポートしてく
れる人達との出会いにより少しずつですが、不安が解消されてきたのです。

○ 私は、私よりも先に不安を乗り越えた元気で明るい認知症当事者との出会いにより10年たっても元
気でいられることを知りました。私が選んだのは認知症を悔やむのではなく認知症と共に生きるとい
う道です。

○ 診断されてからもう少しで４年になります。診断後クリスティンさんの本を読んで、そして、昨
年、スコットランドワーキンググループのジェームズマキロップさんと出会って、国や環境が違って
も認知症の診断直後に不安や恐怖を感じ、偏見が怖くて家に閉じこもるなど共通することが多く、共
感することができました。
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丹野智文さんによるスピーチ



○ 国や環境が違うのにまるっきり診断直後の悩みは一緒だったのです。世界の当事者が同じ悩みで悩
まないように世界の前向きな希望のもてる当事者が、今日、この京都に集結したのです。

○ 今までは、認知症というと何も出来ないと決めつけて守らなければならない存在だと思われていま
した。スコットランドでは当事者が声をあげ、当事者団体が数多く出来ていることに、どのようにし
て出来上がったのか、なぜ当事者が出てくることが出来たのか、スコットランドで成功したことは日
本でも参考になるのではないか、と思うようになり、研究者が行って見てくるのも大切ですが、当事
者が見て感じてくるのが大切ではないかと考え、昨年9月にスコットランドへ行って当事者と出会う
旅を実現しました。多くの認知症当事者と出会い、話を聞く事が出来ました。

○ 私は最初、偏見や支援についてばかり聞いていましたが当事者と出会い話をしているうちに日本の
当事者と違う点があると感じてきました。スコットランドでは、当事者の支援するための考えとして
ストレスをなくす、不安をなくす、自立する手助けをするの３つを考えていると言われていました。
私は日本ではストレスをなくす、不安をなくす、守る＝なんでもやってあげるの３つだと感じていま
す。スコットランドの当事者は進行していっても自分のことは自分でしていきたいと言っています。
そして周りの人達の支援の仕方や当事者の意識の持ち方が日本とイギリスでは違うと感じました。

○ 自立を考える上で重要なのは「自己決定」をして「自分の過ごしたい生活を過ごせているかどう
か」、自分らしい生活が出来ているかというのがポイントです。私達当事者は守られるのではなく、
目的を達成するために支援者の力を借りて課題を乗り越える事が必要だと感じます。

○ しかし、日本ではまだまだ守られていると感じます。リスクはありますが、守られることで機能の
低下を招くと思います。スコットランドの当事者はリスクをおかしてでも行動しており、家族も制限
をかけずに自信のある当事者をみて誇りに思っています。スコットランドの当事者も進行していない
わけではなく、進行していっても当事者それぞれが工夫をすることで、自分が困らない事を知ってい
ます。自分でやることで自信を持っています。
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○ でも、これらはスコットランドでもすべての当事者ではなく一部の当事者です。しかし、そのよう
な自立している人達は１０年経っても元気で笑顔でした。私が出会った当事者は何をするにもまだあ
きらめておらず、希望を持ちながら進行していっているように感じました。

○ 私もこれから進行していくことには不安もあります。しかし、進行していってもサポートしてもら
いながら、その時その時を楽しく過ごしていくことが出来れば、それが認知症と共に生きるというこ
とかなとスコットランドの旅で考えました。

○ 日本には進行していった時の支援がたくさんあります。日本のよいところ、世界のよいところそれ
ぞれあり、合わせることが出来れば認知症になった人が幸せな社会になると思います。

○ 12年前のADIで初めて当事者、越智 修司さんが登壇しました。そのころから少しづつですが、声
をあげる当事者が増えてきました。しかし、そのような人達は特別な人達だと思われてきました。き
ちんと当事者の話を聞いて一緒に考える人達が増える事を望みます。

○ いずれ世界のどこかで認知症が治る薬が開発されると思います。しかし老化は防げません。認知症
の老化は紙一重だと思います。だからこそ、今みんなで認知症になっても大丈夫な支え合いの社会を
作ることに力を入れれば、いずれ認知症が治る薬が出来たときに高齢者にも優しい社会になると思い
ます。そして高齢化率NO1の日本が先頭になり本当に認知症になっても住みやすい社会、認知症とと
もに生きていくことを考えなければならないと思います。

○ 今日をきっかけに世界の人達、日本の多くの団体が手を結びそしてその中に当事者も参画し、一緒
に認知症にやさしい町作りを考えていきましょう。このADIが成功することを祈っています。
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認知症の人を含むすべての人にやさしい地域づくり！



2018年1月26日
認知症介護研究・研修東京センター

平成29年度

第３回 認知症地域支援体制推進
全国合同セミナー

～認知症の本人と家族が地域でよりよく暮らし続ける支援体制を築いていくために～



この町で暮らしてきた これからもいっしょに
すべての市区町村で、わがまちならではの、つながりと地域づくりを、一歩一歩



全国の自治体の認知症施策の担当者・関係者が集まり
認知症の人と家族がより良く暮らし続けることを支える

地域支援体制づくりに関する実践的な情報を共有し、自地域に活かす
業

全国の他地域の参加者同士で情報・意見交換+ネットワーキング

全国合同セミナーの目的

自地域の現状を見つめなおし
より効果的・持続発展的な
取組みをあり方を考える

実際に取り組んでいる地域の
実践を通じてポイントを確認

得られたことを地元に伝え、話し合い、自地域の取組みを補強・推進

各自治体/地域に帰って



認知症の人の増加・多様化：一人一人がよりよく暮らせる地域の実現

様々な取組み

地域

市区
町村

都道
府県

国

年度 2016 2017 2018 2025～

この合同セミナーの位置づけ

新オレンジプランを加速
第7期介護保険事業計画

認知症介護
研究・研修
東京センター

様々な取組み

認知症施策推進総合戦略 （新オレンジプラン)

今年度の総仕上げ・共有の時期➾来年度以降の方向づけ、連携・基盤強化の好機！
＊3月末までの取組みをもう一歩補強しよう。来年度以降に引き継ぎ持続発展させていこう。

★地域で暮らす本人・家族、そして地域の多様な人たちと力をあわせて。

今年度の
の総仕上げ
共有

全国合同同セミナー

今年度の
の総仕上げ
共有

やるべきこと・
できることの
確認

新オレンジプランを加速
第7期介護保険事業支援計画

推進・バックアップ

支
援
体
制
構
築
の
実
例
・ポ
イ
ン
ト



新オレンジプランを活かして
自地域ならではの支援体制を着実に築いていくために

～今の時期にやるべきこと・できることは何か：
全国の最前線の取組みより～

のびのびと



6

2018年1月
・今年度事業の仕上げに奔走
・まとめの会議や委員会、報告会、報告書、等々
・来年度の準備、仕込み
・待ったなしの案件、対応
・認知症のことばかりではない・・・
・仕事以外にも・・・

この時期だからこそ

やるべきこと・できることがある！

★年度末を活かすと

取組みの成果の伸ばせる！

来年度以降に弾みがつく！

ちょっと、視野を広げよう



今、何に力を注いだらいいのか
全国各地の取組みをヒントを

試行錯誤

わ
が
ま
ち
な
ら
で
は
の
一
歩
一
歩
を

ポ
イ
ン
ト
を
参
考
に

共
通
し
た
ポ
イ
ン
ト
が
あ
る

着
実
な
取
組
に
は



今の時期を活かして、やるべきこと・できることは何か
～1年間の実りの収穫と次年度以降の種まきのチャンス～

１．関係者をねぎらいながら、一緒に

生みだしたことや気づきを集約しよう

２．今後、注力すべきことの確認・共有

＊本人視点で

３．伝わるよう、行届くように発信

＊見える化 ＆ 人から人へ

４．視野を広げ、
つながる、つなげる、力を活かす

＊脱領域で

５．希望の結集軸を創る・強める

年度末の
様々なシーンで

・個々の取組み

・話し合い
・準備、調整
・会議、委員会

・報告会
・報告（書)作成

・引継ぎ

・交流、つきあい

その他

平
成
30
年
度
以
降
の
実
質
的
な
展
開



予防
事業

早期発見
事業

初期集中
支援事業

権利擁護
事業

行方不明
対策

見守り
体制構築

虐待
対策

認知症
ケアパス

サポーター
養成/
メイト

早期診断
治療

在宅
医療

在宅介護
サービス

地域
密着型
サービス

施設
介護サー
ビス

相談
事業

その他

家族支援
事業

若年の人の
支援事業

認知症
カフェ

啓発
事業

認知症
地域支援
推進員

サポート
医/かかりつ
け医対応
向上

入院
医療

多職湯連携事業

認知症介護職員研修就労
支援

１．関係者を労いながら、一緒に、生みだしたことや気づきを集約しよう

今年度、自地域の中で多くの人たちが(見えない）努力をし、
様々な取組みの試行錯誤が積み上げられた

よくがんばった
よな～。

あの時、本当に
助かった～。

実はあの後、
こんなうれしい
ことが・・・

認知症観連の施策・関係者は幅広い



多職種の多資源の
研修会 等で

地域ケア会議で

定例の集まり、勉強会等で
・民生・児童委員
・介護支援専門員
・介護事業者
・医療関係者 等

あらゆる機会、接点を活かして
●取組んだ人たちの努力にしっかりと光をあてよう。
●今年度一年、その人が、どう取組み、何が起きたか

(生み出されたか）、どんな気づきがあるか、
よく話を聞いてみよう。できるだけ具体的に知ろう。

担当者会議で 多職種での事例検討会や
初期集中支援チームの
チーム員会議等で

本人、家族と 認知症ケアパスや
認知症カフェの
検討会で

計画策定の会議で
キャラバンメイトの
集まりで

埋もれている宝が沢山。
今の時期を逃すと、
聞けなくなる。



予防
事業

早期発見
事業

初期集中
支援事業

権利擁護
事業

行方不明
対策

見守り
体制構築

虐待
対策

認知症
ケアパス

サポーター
養成/
メイト

早期診断
治療

在宅
医療

在宅介護
サービス

地域
密着型
サービス

施設
介護サー
ビス

相談
事業

その他

家族支援
事業

若年の人の
支援事業

認知症
カフェ

啓発
事業

認知症
地域支援
推進員

サポート
医/かかりつ
け医対応
向上

入院
医療

多職湯連携事業

認知症介護職員研修就労
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地元の本人たちからみると
どうなんだろう。

いろいろやった。
数も増えたし、
新しいこともできた。

本人たちに本当に役立っ
ているのか、どうするとより
よいか、本人たちにもっと
聞くことに力をいれようよ。

本人の視点に立って
暮らしや地域、事業を見つめなおして
みると・・・

２．今後、注力すべきことの確認・共有 ＊本人視点で



本人ミーティング：今ある場を活かして
本人同が仲間と出会い、思いや本音を語り合える場を地域の中に

地域食堂で(北見市）
主催：介護・医療の地域

ネットワーク

駅近の交流スペースで(
仙台市）

主催：、地域の多職種の
自主組織

認知症カフェで(国立市）
主催：地域の医療機関/

在宅療養相談室

町役場で(綾川町）
主催：地域包括支援

センター

介護施設交流スペース
(大牟田市）
主催：多職種ネット

本人ミーティングでの本人の声

○同じような体験をしている人と話せてうれしかった。自分もいろいろ言えて、元気が出た。

○自分たちが言わないと、わかってもらえない。自分たちが話すことが、まちをよくすることに
役立つんだと聞いて、胸がすく思いがした。

○仲間が欲しい。認知症の人同士で話し合える場所がもっと近くにほしい。

○診断後すぐ、先生(医師）がこういう場につないでほしい。

○家族がいろいろいってくれるのはありがたいが、心配しすぎ。

○できることを奪わないでほしい。失敗しても怒らないで。

○（医療や介護の人は）家族と話している。自分に話してほしい。

○家族に頼らないで誰かがいてくれて、出かけられるように。

○自分が自分でいられる場がほしい。

○自分のやりたいことがいろいろある。今のデイサービスでなく、もっと自由な場があるといい。

○自宅で暮らせなくなった時）家のように自由に暮らせて、やさしく助けてくれる人いる場所を。

○認知症施策を作る時に、自分たちをいれたら変わるのではないか。本人の声を行政に。

○「私、認知症です」と言える社会に。

同席・同行した人の声

○話せるか心配だったが、自分から話していた。驚いた。(家族）

○帰り道の（本人の)足取りが軽く、とても嬉しそうで、私も嬉しくなった。(家族）

○知らないことを楽しそうに話しておられた。もっと新鮮にきかなければ。(介護職）

○普段と活き活き差が全然違った。他の職員にも参加してもらい一緒に変えていきたい(病棟看護師）。

○こうした場があれば、大事なこと、やるべきことが具体的にわかる！（地域包括支援センター）

○やってみたらうちの地域でもできた。自分の方が元気と勇気をもらった。続けていきたい。(行政事務職）

小規模多機能事業所で
（上田市）
主催：介護事業所

厚労省ホームページ：
本人ミーティング開催ガイド

参考

今すべきこと、できることが本人同士の声から見えてくる。
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冊子やチラシ等、
色々苦労して作って
いるけど・・・
マンネリ、みにくい、
魅力ない・・・

たくさんの事業、
役立つサービスや
情報がたくさんある

３．伝わるよう、行届くように発信 ＊見える化 ＆ 人から人へ

ちゃんと
伝わっている？
必要な人に行届
いている？

伝えたい人の視点にたって、
発信の仕方や内容、届け方を
見直し、もう一工夫しよう

チラシ

職場内や地域に
いる得意な人の
力を借りよう



参考 発信を効果的に ●市民がふだん通る場所を活かす
チラシや情報を、魅力的にディスプレイ
例:薬局、図書館、スーパー、駅など

広報誌を活かす
和歌山県広川町

●多くの人が目にする物を一工夫
・地元の人の姿と声を丁寧にとらえ
ビジュアルに発信。
⇒自分ごととして関心を喚起

・「配布」プラス
人から人へ手渡す。

ちょっと話しあうきっかけとして
活かす。

●取組み後こそ、情報発信を丁寧に
参加しなかった人にも取組みの実際や
手ごたえ、目指したいことをビジュアルに
伝え、関心・賛同者、つながりを増やす。

模擬訓練の報告チラシ
兵庫県加東市

・認知症でもあきらめない
希望があるまち
・こんなにもたくさんの
仲間がいる

ミュージックビデオを
職員が作成
大分県由布市

チラシや冊子を
図書館の入り口に

ステキなポップを
薬局や町の様々な場に



地域の中には、
活躍するチャンスを
待っている人たちが
いる。
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一部の人たち、
いつものメンバーでは
限界。
無理が生じて、消耗。
長続きしない。

広範な
認知症施策・事業

あらためてわが地域を
よ～く見渡そう。
思いがけない人との
つながりが
新たな解決力を生む

４．視野を広げ、つながる、つなげる、力を活かす ＊脱領域で

本人からみて
身近な人、頼りに
なるはずの人同士が
つながっていない。

★専門職と町の人
とがつながると
威力が大きい



参考 「いる人」を活かす・つなげる・自由な活動を後押しを

＊「認知症の人が暮らしいやすい町に」

と真剣に考えている人たちを中心に。

＊事業や報告会等の、企画や実践、改善

のサイクルをを主体的に進め、継続的

に活動していけるようバックアップ。

●地域のふだんの見守り手を大切に
・あらゆる職種の人たちが、
かけがいのない支え手。＊夜も

＊ふだんの工夫、エピソード
など情報を具体的に知る。
⇒報告会等で存在を伝える
＊まちの人たちがそのエリアの
医療・ケアの関係者と集い、
一緒にできることを話し合う機会を
作る
⇒アイディアを実行に移す後押し。
年度を超えた継続的な活動を
行政が事業化（予算化）。

★推進人材・チームを形成・後押し
経年的に地域を牽引していく
主体的なチームの形成が重要

＊専門職＆住民
の推進チーム

（山鹿市）

★地域に根差して仲間をふやし、
支援体制を息長く発展させていく。
法人化している地域も。

＊多業種・多職種の
推進チーム(恵那市）
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一生懸命やっているが
忙しくて、余裕がない。
地域でうまくつながれず、
バラバラの状態で
孤独な奮闘。

誰のために、何のために
取組んでいるのか、
めざすことや目的を

見失いがち。

５．希望の結集軸を創る・強める

やればやるほど、課題山積。
問題点ばかりに目が行き、
暗く、ピリピリ、萎縮しがち
あきらめたり、絶望的にも。

力まず、息長く。
どんな時にも希望を唱えて
揺らがずにいてくれる存在が
認知症地域支援の体制構築
にはとても重要

大丈夫。
いっしょに
進もう。

専門職が

事務局が

こうなると
いいなあ。



絶望の悪循環

ダメなことばかりみる。

暗く、楽しみなく、ピリピリ

⇒お互い消耗、仲たがい

⇒状態悪化、力を出せない

⇒みんなが後ろ向きに

希望の良循環

できることをみつける。

明るく、楽しく、力を抜いて

⇒お互いを活かす、仲良く

⇒状態安定、力が伸びる

⇒みんなが前向きに

困った、大変・・・という時こそ、あなたが（小さな）希望を

行政・支援関係者：絶望の悪循環の連鎖を断ち切る大事な存在。



友

本
人
の
状
態

全身状態低下 終末

絶望➔
つながり・理解・支援不足

在宅サービス

グループホーム

希望
➔つながり・理解・支援が拡充

＊

＊

＊
＊

自分らしい暮らし

家族や親せき
職場の人々
地域の人々,子供達
町内会、友人
民生委員さん
店、交通機関他

施設

＊どの段階でも
あきらめないで
より良い状態になるように

高齢者総合相談センター
（地域包括支援センター）

☆介護支援専門員
訪問介護・訪問看護
デイサービス・デイケア
ショートステイ、他

小規模多機能

かかりつけ医・専門医
つ
な
が
っ
て
力
を
合
わ
せ
て

認知症は長い旅路：あきらめないで、つながりあって、互いに、より良い日々を

＊

保健・行政サービス

いつでも・どこでも、大切な生活仲間

本人、家族
周囲の人々が

互いに楽

病院

生活の支障が増える

2本の線の差：作られた障害

→「障害」が増幅されている
状態の低下が早

→・本人・家族が

二重・三重のダメージを

受けて苦闘
・地域住民、医療・介護

必要以上の負担増

サポート医、認知症初期集中支援チーム
認知症地域支援推進員、認知症介護指導者

出会い
つながりの

場

悪くなってから

待ち受ける支援から

地域に出向いて

専門性を活かして

住民とともに
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★希望を失わず、力をあわせよう！

本人

地域

こんな本人の姿、地域をめざそう！

行政担当者、関係者が、
自分ごととして、素朴に語ると
住民、支援関係者、そして
本人、家族が奮起する。
迷わずに、同じ方向を向いて、
動き出す。⇒連携・協働の鍵



認知症になってもよりよく生きれるまちを、いっしょにつくろう！
行政担当者（事務職、技術職）が、目指す姿を、

あらゆる機会で、様々な人に語っている地域

参考 年度末は、希望の結集軸を創るチャンス！

サポーター養成講座で

子どもたちに向けて 企業に向けて

委員会や様々な検討会、話し合いの機会に
サロンやカフェで

報告会で医療・介護・支援の
関係者に向けて

行政関係者の方向づけ（姿勢・ことば）が、求められています。
＊地域の多様な人たちのやる気と力、結集軸をうみ出す



地域の力は必ずあります！

どの地域にも

チームやはば
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そして、何よりも

人は認知症になっても、

底力がすごい！

わが地域を舞台に
一人ひとりがよりよく暮らし続けられるための

つながりと支え合いを、一歩一歩。

今年度、そして来年度も、持続・発展させていこう。



参考 今年度の報告会のお知らせ

（認知症介護研究・研修東京センター主催）
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◆ 「行方不明を防ぎ安心して外出できるまちを」

「認知症の人の行方不明や事故等の未然防止のための
見守り体制構築に関する調査研究事業」報告会

3月5日(月） 10:30～16:30
フクラシア品川クリスタルスクエア

○全国都道府県・市区町村調査結果

○見守り・SOS体制づくりの基本パッケージ
○パイロット地域の実践報告
○全国各地の実践のポスターセッション

１月下旬、募集開始（都道府県を通じて）
＊どうぞご参加を。DCネットに資料は掲載します。



1

認知症の本人とともに今年度行政として
取り組んできたこと・今後展開したいこと

～本人の声と力を活かして、認知症施策を統合的に進める試行錯誤～

のとりくみから

ａｙａｇａｗａ

うどん県（香川県）綾川町

ほっと歓伝え隊 隊長 志度谷 利幸

育育広場 副リーダー 志度谷 久美

綾川町健康福祉課課長 塩田 哲也

地域包括支援センター社会福祉士 増田玲子

平成29年度 第３回
認知症地域支援体制推進全国合同セミナー

認知症介護研究・研修東京センター
平成30年 1月26日



綾川町の概要

人口 ２４，４５８人 65歳以上人口 ８，２７１人

高齢化率 ３３．８％ 第6期介護保険費 基準額6300円

要介護認定者数 １，７５２人 要介護認定率 ２１．２％

日常生活圏域数 1圏域 包括数 直営：1箇所

認知症地域支援推進員数：４名（うち行政：１名、直営：3名）

＜自治体の基礎情報＞ H２９．１２月１日現在

全国最高齢首長（８８歳）

藤井 賢町長



• 「あたたかく 支えあう 健やかなくらしづくり」

（各分野ごとの基本理念）
• 個人として尊重され、安心して自立した生活が送れるまち(社
会福祉）

• 安らぎを感じ、いきいきと暮らすまち(高齢者福祉・介護)

• 一人ひとりが輝き、ともに生きるまち(障害者福祉）

• 子どもが夢を持ち、子育てに夢が持てる、みんなの笑顔が輝
くまち（子ども・子育て）

• あなたが主役、みんなでつくる健康なまち

• 食べることを大切にする

人づくりのまち(食育推進)

綾川町総合保健福祉計画の基本理念



さぬきの真ん中でつくる幸せ
• 香川県のほぼ中央部に位置。

• 讃岐平野を悠然と渡る綾川の清き流れ。

• のどかな田園と里山が織り成す風景。

• 北部は小山に囲まれ起伏の多い丘陵地。

• 南部は讃岐百景の柏原渓谷があり水と緑豊かに

• 自然が広がる。

4

さぬきと言えばうどん

• 綾川町は、うどん発祥の地として、空海
の弟子、智泉大徳によってこの地に根付
いたといわれている。

• 釜玉うどんは、町職員が製麺所に卵を持
参して食べたのが始まり。



伝統の技 • 綾川の清流で育ったおいしいお米。

• ２００年の歴史を誇る綾川の酒づくり。

• 日本全国で根強い人気を誇っている。

5

• 綾川町は米どころとして、おいしいお米が栽培されてい
る農業地帯。

• 「主基斎田」は、大正天皇の大嘗祭に奉納する新穀を
栽培した。

• 本年１００周年を記念したお田植え祭りが行われた。

稲作文化

豊富な史跡、歴史

• 国の重要無形民俗文化財「滝宮の念仏踊」は、毎年８月２５日に奉
納されている。

• 菅原道真公が、８８８年の大干ばつの時雨乞い祈願により、３日３
晩雨が降り続いたことに百姓たちが喜び踊り狂ったことに由来する。

• 滝宮天満宮の祭神の菅原道真公は８８６年か
ら８９０年の４年間、讃岐国司として赴任した折
には滝宮には、別館があった場所と伝えられ
ている。



本日の内容

✿１．綾川町の地域づくりの流れ（平成18年～現在）

ー認知症になってもだいじょうぶなまちづくりー

✿２．本人ミーティング（平成28年度）

✿３．育育広場誕生！（平成29年度～）

✿４．今後の課題



✿１．認知症になっても
だいじょうぶなまちづくりのために

取り組んできたこと



8

綾川町の支えあいの仕組みづくりの経緯
認知症地域支援に関する町の課題
○認知症に関する理解不足
○閉鎖的
○関係ない…という意識

・予防には熱心だが、自分と認知症の人とを線引きしてしまう・・・
・介護保険利用すると違う人という見方

○介護保険を利用すると、つながりがきれる
○サービスを利用していても、本人がいい姿ではない

○制度・事業を進めていく中で住民の関心を高め、関わってほしい

○高齢化というけれど、元気な人もいる。この人たちが理解を高めてくれ
れば素晴らしい力になる！

これからは住民力・地域力が大切。自分たちが暮らす
地域を安心できる地域にしていこう。

綾川町で暮らす様々な人たちを
大切に、一人ひとりの意識、力を
引き出す、活かす

認知症に関する研修会、

講演会でのアンケートで「ああ
はなりたくない。認知症は怖

い・・・」と
いう声が多く見られた。



介護予防サポーター養成

まなびあい講座

• 住民に介護や介護予防などの知識を持ってもら
おう。

• それよりも、顔を合わす回数を多くしたほうが
負担も少なく、関係性も深まるのではないか。

• 月１回、８回コースで開始（平成18年6月～）

• ６回以上受講した方に町長よりサポーターと
して委嘱状を渡すこととした。

• ねらいは

☆介護予防の意義や知識の普及の協力

☆ひとり暮らしの高齢者への声かけ・見守り

☆認知症高齢者やその家族への声かけ・見守り



まなびあい講座
プログラム



毎年、年度当初に活動希望調査を実施
（削除者除く３５１名）

H28年度の活動希望者（見守り活動含む）は216名
（約61.5％）

人

見守り活動だけでもOK



当初の介護予防サポーター活動予想イメージ

・ステップアップ研修
・いっぷく広場
・お話ボランティア
・状況に応じた活動

見守り声かけ
家族の支援
傾聴活動

・資源マップ班

いきいきサロン

自治会

いきいきサロン立ち上げ



綾川町社会福祉協議会

自治会などでの声かけ・見守り

介護予防サポーター活動の現状



介護支援ボランティア制度
平成24年より開始

活動終了後にスタンプ「ささえあい手帳」

1時間の活動で１スタンプ
スタンプ数に応じて現金還元 一人年１50スタンプ
＝1万5千円まで
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利用者

協力員

協力機関
(事業所、団体、機関など）

高齢者

住 民

地域全体 地域全体で

住民同士で

ほっと歓でー

協力機関：高齢者の支援にかかわる機関、団体及び事業所等で、まちかどほっと歓事業の趣旨に賛
同したものをいう。協力機関は、その構成する者にまちかどほっと歓事業の趣旨等を周知し、声か
け・見守りを行うものとする。声かけ・見守りにおいて何らかの異変や相談があった場合は、地域包
括支援センター、健康福祉課又は社協のいずれかに連絡することとする。

高齢者声かけ・見守り

まちかどほっと歓事業
平成25年度より開始・町と社協の共同事業



見守り希望者

協力員

日ごろの連携に加

えて必要に応じて

地域ケア会議に

出席。

見守り希望者

協力員

協力団体 協力事業所

郵便局、介護保険関係事業所、銀行、商店、民間事業所など

社会福祉協議会

地域包括支

援センター

役場健康福祉課等

まちかどほっと歓事業ネットワーク図

担当民生
委員

高齢者

協力機関

町内で事業活動を行う事業者で、まち

かどほっと歓事業の趣旨に賛同した事

業所

民生児童

委員協議

会

担当ケアマネ
ジャー等

協力員

町内に所在する公共的な活動を

する団体で、まちかどほっと歓事

業の趣旨に賛同した団体

綾川町民で65歳以上の一人暮らし、または６５歳以上の

者のみで構成される世帯の方でまちかどほっと歓事業の
声かけ・見守り活動について承認した者

町に協力員として登録し地域の高

齢者に対し、声かけ・見守りを行う

者

連携

連携

連携

相談・連携・支援

異変などがあれば社協、包括へ連絡
各団体での声かけ・見守り及び協力員登録への協力

定期的なお話し相手は介護支援

ボランティア制度でマッチング

困難事例は必要に応

じて専門職、ボラン

ティア、家族、当事者、
行政が集まり地域ケ

ア会議を開催。

地域
ケア会議

社協担当制

老人クラブ連合会 婦人会

ＪＡ女性部 介護予防サポーターの会

いきいきサロン 各種ボランティア団体

自治会
郵便局

銀行 商店

介護保険関係事業所

民間事業所等

地区

医師会
消 防警 察高齢者の支援にかかわる公共的な機関等

で、まちかどほっと歓事業の趣旨に賛同し

た機関

相談・連携・支援



綾川町まちかどほっと歓事業とは

声かけ・見守りが必要な高齢者のために、
平成２５年度から取り組んでいる事業で
す。地域のボランティアが協力員となり、民
生委員や様々な協力機関と共に声かけや
見守り、居場所づくりを行うことで孤立や閉
じこもりをなくし、安心して暮らし続けられる
ことを目指した事業です。

放っとかんで～!!
ほっと…安心感

地域で支えあうこ
とが元気や喜びに
つながります

あたたかい

身近な

まちかど”
で チラシ



実施場所

H29.9現在33ヶ所で開始
そのうち20ヶ所は介護予防
サポーターが立ち上げを
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性別内訳 n=522
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認知症地域支援体制構築の事業展開と
包括の果たしてきた役割と手法

• 養成 →まなびあい講座

• フォロー→ステップアップ講座

• 組織 →規約、班体制

• フォロー→運営委員会

• 拡大 →介護支援ボランティア制度導入

• フォロー→いきいきサロンボランティアポイント化

• 体制(定着)→高齢者声かけ・見守りまちかどほっと歓事業

• フォロー→マッチング、チーム作り、配信メールな
ど

はじめる 広げる 定着する

グループワーク
モデルの実施
プロジェクトチーム
日常活動

考え動く



介護予防サポーターが核となった
住民力･地域力の充実に向けた事業展開

既存の住民

ボランティア団体等

まちかど
ほっと歓：協
力員295名

介護支援ボ
ランティア：

326名

介護予防サ
ポータ:423
名養成

一般介護
予防事業

生活支援
体制整備
事業

認知症対策
事業

在宅医療
介護連携
事業

活動の定着

支え合いの
地域活動の
拡大

いきいきサロン：７80名
100歳体操：571名



包括設置時のビジョンから
認知症ケアパスへ

ー医師会との協働の中でー



　　　　　　　　　　　　　綾川町介護予防サポーター活動

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

２．栄養

＊綾川町介護予防サポーターとは

　町が実施する研修（まなびあい講座）を修了した上で、町長からの委嘱状を受けて、介護予防の意義や知識の普及に対する協力、ひとり暮らし高齢者への声かけ・見守り、
認知症高齢者の見守りや家族への声かけ・見守りを行う等の活動の１つ以上を自発的に行う意思を有する方のことです。今後、お年寄りの孤立の予防や介護予防のための
住民力として町内各所での活動が期待されています。

項目

　
特
定
高
齢
者
施
策
事
業

　介護保険

３．口腔

１．運動器

楽しいレク
レーション
閉講式

認知症の
方へのか
かわり

高齢者の
心とからだ

高齢者の
方への接
し方

４．認知症・
うつ・
閉じこもり

開講式
介護予防

介護予防
体操

施設見学
食事と栄
養・健口
生活

綾川町社会福祉協議会の取り組み
・生きがいデイサービス
・生き生きサロン
・シルバー人材派遣など

安心広場
ケアマネ連絡会
介護予防支援
虐待や権利擁護
総合相談

お口の健康相談：毎月1から2回・・・要予約
いきいきセンターにて

綾川町介護予防サポーター養成講座

まなびあい講座

要介護
1～５

要支援２
要支援１

特定高齢者

一般高齢者

要介護1～5：介護サービス（デイサービス・デイケア・訪問介護・訪問看護・訪問入浴・福祉用具レンタル・住宅改
修・ショートステイなど）

介護予防サポーター
お話ボランティア
いっぷく広場
介護予防事業サポート

要支援１～２：介護予防サービス（デイサービス・デイケア・訪問介護・訪問看護・訪問入浴・福祉用具レンタル・住
宅改修・ショートステイなど）

ケアマネジャー
（介護支援専門員）

一般健康相談 ：月1回

はっする・マッスル教室
いきいきセンター：11月～3月

心の健康相談：月1回・・・要予約
えがお、いきいきセンターにて

はっする・マッスル教室
えがお：11月～3月

いきいきと
自分らしく

平成１８年作成



平成２３年より町の
健康カレンダーに掲載



綾川町認知症ケアパス概念図

介護サービスと地域の支えあいによる日常在宅ケア相談と診断

認

知

症

予

防

支

援

ネ

ッ

ト

ワ

Ｉ

ク
づ

く

り

認

知

症

ケ

ア

啓

発

認

知

症

の

正

し

い

理

解

・受診援助

・介護保険申請

支援
・家族調整

・介護保険サー

ビス情報提供

・インフォーマル

資源情報提供・

マッチング

・介護者ケア情
報提供

・関係機関との

連携

・成年後見申し

立て支援など― 総合相談機関です―

地域包括支援センター

循環型支援で不安を最小限に

ケアプランの実施で安心

地域ケア会議

行動障害等悪化
病状の進行

相談の遅れ
介護負担の増大

えがおの地域包括支援センター

かかりつけのお医者さん

ケアマネさんなどに

すぐ相談しましょう

早期診断・早期対応

認知症疾患

医療センター

日ごろから

孤立して
いると・・・

＜家族の同居・別居は問わず＞

本人・家族・地域のつながりを大事に早期診断・早期対応へ

早く気づきやすい

ネットワークづくり

＜ネットワークとは＞
ネットワークとは網の目を

意味し、人と人、組織と組

織などのつながりのことを

さします。豊かななじみの

ネットワークのある方は閉

じこもりにくい、孤立しにくい

といわれています。健康長

寿を目指してあなたをささ

える「だいじょうぶネット」を

作りましょう。

相談の流れ気づきにくい

地域包括

支援セン

ター

かかりつ

け医

認知症

サポート

医
確定診断

地域包括・行政

ケアマネ

訪問系専門職
通所系専門職

医師

保健師 社会福祉士

社協職員

民生委員

地域ボランティア等

認知症集中

支援チーム

地域のつながり

地域包括支援センター

が状況に応じ、必要な

チーム員を召集し、適切

な対応策を協議します

日常診療

包括的・継続的

ケアマネジメント

アセスメント

＊対応方針
＊役割分担

ケアマネジャー

サービス

担当者会議

介護予防

ケアマネジメント
権利擁護

急性増悪期

継続的な医療が

必要です

家族・親族

家族・親族

家族・親族

地域のつながり

まなびあい講座を受けて介護予防サポーター・認知症サポーターになっておこう！

ささえあいの輪・話・和

本人 本人
本人

本人

ずっと支えあっていきます。

日常の暮らしでの発見と気づき

あれっ

認知症かな？ と思ったらすぐに相談を

すぐ相談

日ごろから

交流を大切
にしている

と・・・

平成２５年作成



綾川町認知症ケアパスの概念図（暫定版）

循環型安心ケアネットによる日常在宅ケア相談と診断

→すぐ相談

→すぐ相談
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の

正

し

い

理

解

・受診援助

・介護保険申請

支援
・家族調整

・介護保険サー

ビス情報提供

・インフォーマル

資源情報提供・

マッチング

・介護者ケア情
報提供

・関係機関との

連携

・成年後見申し

立て支援など― 総合相談機関です―

地域包括支援センター

不安を最小限に

安心ケアプランの実施

地域ケア会議

行動障害等悪化
病状の進行

相談の遅れ
介護負担の増大

えがおの地域包括支援セン

ター、かかりつけのお医者さ
ん、ケアマネさんなどに

早めに相談しましょう

早期診断・早期対応

認知症疾患

医療センター

地域のネッ

トワークか

ら孤立し
ている

と・・・

＜家族の同居・別居は問わず＞

本人・家族・地域の3拍子ネットで早期診断・早期対応へ

気づき

ネットワークづくり

＜ネットワークとは＞
ネットワークとは網の目を

意味し、人と人、組織と組

織などのつながりのことを

さします。豊かななじみの

ネットワークのある方は閉

じこもりにくい、孤立しにくい

といわれています。健康長

寿を目指してあなたをささ

える「だいじょうぶネット」を

作りましょう。

相談の流れ発見

住民一人ひ
とりが意識
を持つこと
が大切です

地域包括

支援セン

ター

かかりつ

け医

もの忘れ

外来等 確定診断

地域包括・行政

ケアマネ

訪問系専門職
通所系専門職

医師

保健師

社協職員

民生委員

地域ボランティア等

認知症集中

支援チーム

地域のケアネット

地域包括支援センター

が状況に応じ、必要な

チーム員を召集し、適切

な対応策を協議します

日常診療

包括的・継続的

ケアマネジメント

＊認知症ネットワーク

チェックシートで

チェック！！

アセスメント

＊対応方針
＊役割分担

サービス

担当者会議

介護予防

ケアマネジメント
権利擁護

急性増悪期

継続的な医療が

必要です

家族・親族

家族・親族

家族・親族

地域のケアネット

まなびあい講座を受けて介護予防サポーター・認知症サポーターになっておこう！

ささえあいの輪・話・和

本人 本人
本人

本人

ずっと支えあっていきます。

日常の暮らしでの発見と気づき

あれっ

認知症かな？ と思ったらすぐに相談を

綾川町認知症ケアパス概念図

綾川町
ならでは
の認知
症ケア
医療連
携を構
築しよ
う。

平成２６年から
医師会と協議へ



人

平成２７年作成





綾川町認知症ケア医療連携について
平成26年度
• 6月より綾歌地区医師会との打ち合わせ開始
• 認知症ケアパス策定検討会にて協議

綾川町認知症ケア医療連携フロー図を作成
綾川町認知症医療連携シート(相互版）を作成
認知症相談を開始
月1回第2水曜日（祭日等と重なった場合は第3水曜日）
14:00～16:00 一人30分程度 要予約

・認知症講演会開催
平成27年度
・認知症ケアパス全戸配布
・認知症対策委員会(毎月1回）

♦平成28年度～
・初期把握シート（セルフチェックシート）の共同作成
・事例検討会の開催（多職種）１/2ヶ月



かかりつけ医→サポート医
サポート医→かかりつけ医の
双方向のものを地区医師会と町で共同作成。
CDを町内医療機関に配布。
平成27年1月1日より使用開始しています。

医療連携シート・セルフチェックシートの作成

• 自己チェック→認知症セルフチェックシート
• かかりつけ医→長谷川式など
• サポート医、専門医等→長谷川式、ＭＭＳＥなど



✿２．本人ミーティング



新オレンジプラン
基本的な考え方の７番目（７本目の柱）
認知症の人やその家族の視点の重視

昨年度、国の補助事業（実施主体：一般財団法人 長寿
社会開発センター）
「認知症の人の視点を重視した生活実態調査及び認知
症施策の企画・立案や評価に反映させるための方法論
等に関する調査研究事業」のパイロット地域（全国10地
域）の一つとして、綾川町が携わる

「本人ミーティング」
認知症のご本人たちが集まって、思っていることを
語り合ってもらうことを出発点とする話し合いの場



楽しかっ
た。集まる
のはいい。

＜モットー＞
楽しくできると
いいですよね
無理なく楽しく

息長く

本人ミーティング取り組み経過

8.20WＳ

11.29WＳ

12.27
企画会議

1.17わくわく
ミーティング

1.21振り返りと
これから

介護予防
サポータ養成

介護予防
サポータ活動

介護支援
ポイント制導入

まちかど
ほっと歓事業

認知症地域支援体制
構築モデル事業

ほっとか連とこ
100歳体操

脳の元気教室
H18

H19

H20

H24

H25

H27

H27
H28

これまでに
やってきた
こと

認知症ケアパス
認知症相談

H26

事業予告

お知らせ文

Ｓさん参加

12.1ＷＳ報告
スケジュール決定

12.22Ｓさんと
企画会議
打ち合わせ

1.12 Ｓさんと
当日プログラム
打ち合わせ

職員3名
参加

センター方式

わくわくドキド
キする会に！

話すだけでなく
何かをしたい。

H29

な
じ
み
の
人
た
ち
が
、
な
じ
み
の
地
域
で
思
い
を
持
っ
て
動
き
始
め

た
。

パーソン
センタード
ケア

元気な高齢
者が支え手

に



Ｓさんが包括にやってきた。
• ６８歳、男性、夫婦二人暮らし。アルツハイマー型認知症

• 診断を受けて３年間、ご夫妻で病気に向き合ってきた。当初から
認知症のことは夫婦ともに周りの人に隠すことなく伝えてきてい
るが、だんだん本人の行き場が狭まり、このままではいけないと
思い、妻が近所のMさんに「どこかええ病院あるかな？」と相
談。
＜そのときのＳさんの暮らしの様子＞

内装関係の自営業を営んでいたが、続けていけなくなってきた。
外出の機会が減り、妻と一緒に通院・買い物に出かけるくらい。
愛犬むさしとの散歩が唯一の楽しみ
妻に仕事仲間との過去のトラブルを繰り返し、妄想など

• 近所のＭさんに「包括に行きまい。」といわれて来た。

• 包括に来て、「目の前が開けた気がした」と。
• これからはどんどん出かけていきます。
• 出会いの持つ力を実感。もっと出会いを。



H28.12.27企画会議（10:00～11:50）
• 参加者：当事者1名、家族1名、サポーター7名、
職員5名 計14名

• 準備物：記録用紙、Ｓさん夫妻の企画案

• 内容：どんな会にしたいか？

事前にＳさん夫
妻と打ち合わ
せ。夫妻で作成
してきた企画案



企画会議 主な内容
本人：何かできることがあるのだから、何かをしたい。何ができるのかを
考えたい。同じ病気の方たちといろいろ話したい。

妻：本人の自信が保てるにはどう接してよいか？みんなで何かを始める
ときにはできることなら何でも協力したい。内容をのちのち役立てるよう
に・・・
サポーター：いつもワクワクドキドキを求めている.ワクワクを語ってもらえ
るような会になると面白いかなと思う。

サポーター：この会が気が楽になる、いいヒントをもらえる会になればい
い。そのためには話し合いばかりでは煮詰まるかもしれないので何かを
しながらできるといいですよね。

本人：料理でもいいですよー。親戚がお好み焼きやさんで小学生のとき
にアルバイトしたことがある。ふわふわのお好み焼き。あれはキャベツ次
第。細かく切らないといけない。山芋は入れないかん。鰹節、紅生姜･･･

妻：認知症にやさしい町は、みんなにやさしい町は名言。わいわい言いな
がらそんな話につながっていけばいい。

クッキーは？ ケーキ作りは？

友達からキャベツ
もらってくるわー

ねぎは私に任して

まずは出会う
ことから

みんなで集まってお茶
飲みながら話をするだ
けではチョット・・・



わくわくミーティング開催に向けて
ーお好み焼きを焼こうー

脳の元気教室

ケアマネ
連絡会

認知症疾患
医療センター
への呼びかけ

認知症相談

総合相談



1.17わくわくミーティング参加状況

番号 男女 年齢 診断名 診断時期
介護
認定

備考 経路
家族
参加

1 男 67 若年性アルツハイマー H25.7 未 東京WS参加
來所（ご近所のサ
ポーターから紹介）

妻

2 男 68 前頭側頭型認知症 H26ごろ 介３ 進行加速 來所→元気教室 妻

3 女 68
アルツハイマー型認知
症

H25．１ 介２
夫が家族会を立ち上げ
中（１．２７開催）

包括ケアマネ 夫

4 男 78
アルツハイマー型認知
症

H26.5 未
初めて、えがおにきた。
この日が初対面

認知症疾患医療
センター

妻

5 男 70
アルツハイマー型認知
症

H.23 支１

妻が来れないので欠席
予定だったが、娘さんが
送迎してくれたので参加
できた。。

包括ケアマネ

6 女 81 物忘れの自覚 未 未
いつも前向き。自分で来
られた。

自分から

7 男 81 物忘れの自覚 H25ごろ 未 自分で来られた。 認知症相談

8 女 78
高血圧症、周りのサ
ポーターが気づいた

H.28.10 未
電話をかけると、思い出
して参加した。

元サポーター

9 男 81
アルツハイマー型認知
症

H25ごろ 未
参加していたが、家のこ
とが気になり、途中で
帰った。

認知症相談

10 女 81 物忘れの自覚 未 未 自分で来られた。 サポーター

★32名参加：当事者9名、家族4名、パートナー7名、ケアマネ2名、職員10名



“なじみの職員

★なじみのサポーターさんがパートナー
になり、パートナー、職員はできるだけ
本人を見守り、寄り添いを。言葉が出な
い人は声かけや代弁を。

毎回、歌や
ゲームを一
緒にしてくれ
るＭさん

自然に会話
が弾む

元気教室でなじみのサポーターがパートナーに

ふだんの元気教
室の様子



ホワイトボード

入口

本人グループ1
本人グループ２

家族グループ３

わくわくミーティングの様子

いつもの事務職
を離れて今日は
カメラマン。
皆さんの笑顔が
撮れて満足。

記録に徹する
川崎クン。活
きた声をたく
さんキャッチ！



わくわくミーティング本人の声①

（物忘れ自体は）そんなに困ったことはないんですが、だんだん自分でわかって
きた。何がいかんてストレスがいかん。私の場合。

（認知症は）最近は友達みたいに、くるぞ、くるぞと、それがわかるようになった。
そしたら全然違ってきましたね。最初は不安で、頭がおかしになりそうだった、
まぁちっとはおかしになっているだけど。慣れやと思うんですよ。思い切ってなれ
たら、自分はお前は認知症だと。慣れたらだいぶ違ってくるんですね。

（認知症になって）今までもっともっと不安だったんですよ、仕事もしよるし、仕事
の付き合いでも、どこどこの社長とか、これがまた意地が悪い。そういう人は、す
るどいからわかるじゃないですか。それも最初堪えた。開き直るしかない、

（集まることについて）今日みたいに集まってくれたら安心する。やっぱりふつう
にね、気を使わなくていい。他の人やったら、気の鋭い人はすぐ察する。その人
たちが、俺は隠さんけど、大したことではないんやけどね。一言言われたら気に
なることもある。ちょっと離れたところでね、おかしいんちゃうと言われた。そういう
のは聞こえる。それは堪える。

（集まることについて）みんなで一緒にいるのは楽しい。

ヒントが
いっぱい



わくわくミーティング本人の声②

ケアマネさん：また介護保険のサービスとは違って気兼ねなくお話できるのは大
切だなと思いますし、こういう機会が続けて持てるといいなぁと思いました。

（この会がどんな会になればいい？）今日みたいだったらええんちゃう。みんなで
話できた。あまり取り繕わなくていいからね。

（免許証について）
・去年３月に免許証返した。不便な。事故したら皆に迷惑かけるから。
・私はあと1ヶ月で切れる。
・足だけが頼りになってきたから、足を鍛えておかないといけないと思う。歩くよう
にしている。日記を書いて来年の参考にと思うので。晩に日記書いていたら朝し
ていた事を忘れているので思い出しながら書いている。

物忘れを治す薬がほしい。楽しみはカラオケ。週１回行っている。昭和のカラオ
ケクラブは４０年前に私が作ったんです。

（これからもこんな会で集まりたいですか？）
・ええやろ、やっぱり
・僕はかまわんよ
・うれしかった。みんな会うことないのに。来て良かった。

まだまだ まだまだ
ご紹介できない声たち

がたくさん。



綾川町での本人ミーティングの
取組みを発表（ 29.2.17 東京）

→自信につながった

43老健事業報告会；認知症のわたしたちが語り合い、伝える
～やさしいまちをいっしょにつくろう！～ http://www.ilcjapan.org/doc/201702_1.pdf



H29.1.21 第1回 本人の声を活かそう会

ほっと歓
伝えたい
隊はどう
ですか？いいで

すね。
隊長。

認知症の人の家族に
も発信して欲しい。で
も、覚悟も必要。

出会ったばかり
なのに、もう
ずっとの知り合
いだったような
気がする。

サポータの会の会
長をしている。やっ
ぱり、早いうちに
出てきてくれたら
進行もゆっくりに。

いっぷく広場
をやってい
る。みんな
やってくると
表情がいき
いきとする。

楽しく
出来て
良かっ
た・・・

わたし、Ｓ
さんの代
弁者になり
ます。

「集まってお茶を飲みながら話をするだけではチョット・・・。」私、もともと
認知症が悪
いことだと
思ったことは
ありません。

何かをした
い、何ができ
るかを考えた
い。なんでも
します。

本人の声
が羅針盤
だ

笑いヨガで
楽しく。ゆっ
くり話が聞
けたらうれ
しい。

続け
ていけ
たら
良い
ですね

認知症を正しく
認識して欲しい
な。そうすると
楽になる。

楽しくでき
た。やってみ
ることが大
切。キャベツ
もおいしかっ

た。



私たち（本人･家族･サポーター･職員）のまなび
出会いがあり、場があり、みんなが主体となってこそ

• それぞれの生きる姿との出会いそのものがお互いの
力になる。

• 集まって話をする場があって初めて理解が深まる。気
持ちがすっきりする。みんなに早く出てきて欲しい。

• まずはやってみると次が見える。

• すぐそばの人がパートナーになれる地域はやさしい。

• 住民力の育成はとても有効であると実感できた。なじ
みの介護予防サポーターが自然にパートナーになれ
た。

• 豊かな生活実態こそが求められる。できることを探し
ながら、つながっていく。

• ネットワークは、当事者、家族、ご近所さん、友人など
がそれぞれ主体となり、一緒に手をつなぎあう形に
なってこそ、出来上がっていくものではないか。



地域包括として、
すぐにでもＳさんと一緒に取り組めそうなこと

• 「ほっと歓伝え隊」の活動。当事者の思いを伝え
る活動を展開していく。

• 疾患医療センターやサポート医のところに「わた
しのまちの情報パック」（仮称）をおく。中身をミー
ティングで考える。集まれる場を知らせていく。

• ミーティングで出た声を活かすために資源マッ
プ、小冊子などの形にする。

• 元気教室の延長線上を生かして、集まりが継続
する方法を考える。

• それぞれのさまざまな役割を持ち、心の拠り所
を持つことは大切な場であり、そういう場作りを
いっしょに考えていく。



綾川町

綾川町は、認知症になっても楽しく豊かに安心して暮らせる町をめざしています。
ほっと歓伝え隊：ご本人とご家族：志度谷利幸さん、久美さん

平成２９年４月
からスタート！



✿３．育育広場誕生！



認知症の人にもそうでない人にも
誰にもやさしい地域づくり

ーSさんの暮らす南かざし団地での取り組みー



• 人口：706名
• 団地内の介護予防サポーター：24名
• いきいきサロン：参加者39名、ボランティア8名
• まちかどほっと歓事業見守り担当制

協力員50名
• ほっとか連とこ100歳体操：3箇所 52名
• その他クラブ活動も盛ん！

• 認知症になってもならなくてもその人らしく
• 自分から進んで行ける場を作ろう

Ｓさんが暮らす地域はこんな地域①
なんと高齢化率45.5％（町33.8％）

認定率13.7％（町21.2％）



Ｓさんが暮らす地域はこんな地域②
• Ｓさんと包括をつないだＭさんと民生委員さん

H２０年から介護予
防サポーターとして
活躍。ほっと歓事業
ではＦ民生委員と協
力して団地独自に見
守りマッチングを実現

Ｆ民生委員さん Mさん

認知症のことで悩んで
いるのなら、いっぺん
包括に行ってんまい。

すぐそばでその人を
知っている人として
スマートに見守りた

い。

毎朝のラジオ体操 団地内のサポーターの集まり

３００軒中４７名の見

守り協力員がいる。

ほっとか連とこ１００歳
体操やいきいきサロン
夢サロンも活発



育育広場ができるまで

生きがいを
持てる場を
作りたい

子育て支援施設
の空きスペース
の利用をして欲

しい

子育て支援施設
の園庭にも雑草
が生え、荒れて

いる

ここなら誰も
が気楽に通っ
てこられる場
になる

手作りおもちゃ
や特技を活か
したペンキ塗り
をして欲しい

本人・家族
地域住民

地域包括支
援センター

健康福祉課
子育て支援

課



★育育広場とは 子育て支援施設きらり

これは南かざし団地をモデルとして認知症に
なっても住み慣れた地域で楽しくいきがいを持
ちながら、安心して暮らし続けるための場作りと
世代間交流のあり方を模索することを目的とし
たもので、認知症の人も認知症でない人も老若
男女を問わず参加できる。なお、65歳以上の方

はこの活動に対して介護支援ボランティア制度
〔ポイント制〕が適応される。



ついたて組み立て



チーム



贈呈式



Ｓさんの週間スケジュールの変化

相談前
の生活

月 火 水 木 金 土 日

通院

妻仕事
妻仕
事

妻仕
事

妻仕
事

愛犬の
散歩

愛犬の
散歩

愛犬の
散歩

愛犬の
散歩

愛犬の
散歩

愛犬の
散歩

愛犬の
散歩

夜中に妻を起こして仕事上のトラブルのことなどを言
い募る。

今の生活

月 火 水 木 金 土 日

ラジオ体操
１００歳体
操

ラジオ体操ラジオ体操ラジオ体操ラジオ体操ラジオ体操ラジオ体操

妻仕事 育育広場 陶芸 脳元気
いきいきサ
ロン 陶芸

妻仕事

卓球 卓球

愛犬との
散歩

愛犬との
散歩

愛犬との
散歩

愛犬との
散歩

愛犬との
散歩

愛犬との
散歩

愛犬との
散歩

おもちゃなど木材の材料カットは予めＳさん宅の工房で男性陣が集まり
行う。時々男の料理教室など行事に参加。

これまでの生活

本人：ま、みんな
素人。それを見
守っている。ま、

楽しいなあ

妻、本人の
自信につな
がった。 男性が参加しやす

い役に立てる場が
出来て良かっ

た。



育育広場の動き（ほっと歓伝え隊）
• 7.11 地区医師会から会長、理事が見学

• 8. 1 本音を語る会

• 9.13 地区医師会認知症研修会に登壇

• 9.19,9.26 町内保育所についたて贈呈

• 10. 6 和歌山県で報告

• 10.10 芋ほり予定

• 10.19 わくわくミーティング参加予定

• 10.21 RUN伴参加

• 11. 8 焼き芋大会

• 11.15 香川県研修会で報告予定

• 11.25 オータムセッション：カフェリーフにて



育育広場リーダー

育育広場棟梁

育育広場製作監督
ほっと歓伝え隊隊長

育育広場専属カメラマン

←育育広場副リーダー

民生委員

多職種研修会



✿４．今後の課題



脳の元気教室のサポーターも
すぐに集まり、そのなじみから

本人ミーティングへ

61

町のつながりの広がりと深化（進化）
な
じ
み
の
人
た
ち
が
、
な
じ
み
の
地
域
で
思
い
を
持
っ
て
動
き
始
め

た
。

顔の見える関係
の中で

Ｍ団地：ほっとか連とこ１０
０歳体操やいきいきサロン
夢サロンも活発

Ｍ団地：３００軒中４７
名の見守り協力員が

いる。

サポーターを核としたネットワークづくりの鼓動

本人が安心して語り，
伝える本人ミーティング

Ｇ団地：ほっとか連とこ１００歳体
操がきっかけで何年ぶりかで校
区の盆踊りに参加。地域のつな
がりが戻ってきた！

お話ボランティア：入所し
ても顔見に来るデー。

話ができて
うれしい
わー。

←自分でチェッ

ク！地区医師会
と共同で作成し、
町内の医療機関
においています。

地区医師会の協力で多職種事例検
討会を年４回実施。２月にはロール
プレイも。「本人が安心してその人ら
しく暮らすための事例検討を！」とい
う目標も明らかになってきた。

まちかどほっと歓事業
まちかど：それぞれの地域で
ほっと：あたたかい
歓：生きがい、喜び

シンボルマーク 一人ぼっちをゼロに
認知症の初期の気づ
き



認知症地域支援体制構築のための課題
• 地域格差（ｎ＝３８５、自治会未加入を除く）
サロン＋ほっとか連とこ１００歳体操＋協力員→８％
サロンあり ２９％
１００歳体操あり ３５％
協力員がいる １９％
何もない ３３％ 何かはある ６７％

• 本人・家族のカミングアウトへの抵抗感
• かかりつけ医の心理→患者との関係
• 早期対応の遅れ→初期集中支援が中重度者が主
• 気軽に集える場や担い手の空白地域の存在

• 役割・生きがいづくりの場の効果・評価→育育広場の拡充・好事例の共
有化

• 経済的な課題と就労継続・就労支援のあり方の模索
• 早期受診のためのかかりつけ医の意識啓発→セルフチェックシート・連
携シートの活用

• 本人・家族･地域住民の意識啓発→担い手の養成・本人ミーティング・
ネットワーキング

・3点セット（サロン･100
歳･協力員）があるところ
は認定率が低い傾向に
ある。（南かざしモデル：
認定率13.7パーセント）
さらにその地域ならでは
支えあいや個別支援な
どのためのオリジナルな
活動が大切！



綾川町における支え合いの今とこれから

本人・家族

近 隣

小学校区

生活圏域

綾川町域

自治会
見守り

あいさつ

民生委員
・児童委員

老人会

配食

安否確認

サロン

婦人会

ＣＳＷ

地域包括
支援センター

介護保険
行政サービス

福祉電話

事業所による
見守り

育育広場

ほっと歓
地区別会議

つくしんぼ

協力員
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認知症の人にやさしいまちは
みんなにやさしいまち、
そんな町をめざして

明日（tomorrow)もっと にっこり

わたしたちの強み
行政職と専門職の力を出し合えたこと

木も森も見える
住民力を信じてきたこと
これからも続けて行きたい



支えあい伝えあいの輪・話・和
ともに創ろう。

滝宮天満宮飛び梅



ご清聴ありがとうございました。



地域共生に取組む地域
ネットワーク組織と

行政の協働
～認知症施策を地域で持続発展的に推進していくために～

鎌倉市健康福祉部市民健康課

石黒 知美

平成29年度 第３回
認知症地域支援体制推進全国合同セミナー

認知症介護研究・研修東京センター
平成30年 1月26日





鎌倉市における認知症施策の展開
平成２０年度～ ：認知症サポーター養成講座の開始

（こども認知症サポーター）

・認知症地域支援フォーラムの開催

（地域での取組み、中学生の発表等）

平成２３年度～２５年度 ：市民協働事業「認知症相談事業」★

平成２６年度～２９年度 ：若年性認知症のつどい・講演会★

平成２９年度～ ：認知症地域支援推進員の配置

（市内１０ヶ所地域包括支援センター）

認知症初期集中支援チームの配置





認知症サポーター養成者数
年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 合計

回数 4 18 34 13 18 24 46 72 51 30 280

人数 175 414 764 282 340 489 1095 1615 1020 339 6194

回数(のべ） 2 中止（※） 5 6 6 4 9 8 6 40

人数 14 中止（※） 134 316 410 301 536 711 561 2422

回数 4 20 34 18 24 30 50 81 59 36 356

人数 175 428 764 416 656 899 1396 2151 1731 900 9516

認知症
サポーター
養成講座

子ども
認知症サ
ポーター
養成講座

合計



５月10日 今日62歳の誕生日をぶじむかえました。
51歳の時、アルツハイマーと診断され、６年から10年
で全介護になるといわれていましたが、11年たっても、
元気です本当に感謝です。
認知症とともに生きる私からのメッセージ 本人へ
自分が認知症でないかと不安を感じている人。

（中略）
そして、勇気をもって、自分が感じていること、思っ
ていることを、まわりの人に伝えていきましょう。本
人が発言していくことで、認知症に対する誤解や偏見
をなくし、世の中を変えることができるはずです。
認知症になっても、人生をあきらめないで。
私もあきらめません。

佐藤雅彦さんからのメッセージ



②由比ガ浜オレンジ
カフェ

☞市内の色々な色のオレンジカフェ

③小袋谷オレンジカフェ

⑤梶原山オレンジカフェ
（NPO法人 和の会）

⑥やながわ おれんじ・かふぇ
（デイやながわ癒しの樹）

①今泉台オレンジカフェ ④西鎌倉オレンジカフェ
「だんだん」



書籍のご案内を
（窓口カウンターに配架・図書館との連携）



鎌倉市認知症初期集中チーム体制
（案）

認知症地域支援推進員地域包括

支援セン
ター

市内協力医

本人

家族
等

①相談 ②情報共
有

③方針検討（初回訪問者選定）④初回訪問

⑤方針検討（チーム員会議）

認知症初期集中支援チーム

⑥支援実施

⑦継続支援機関へ

医療機関への受診

介護サービス利用

家族へのサポート
地域ケア会
議

か
か
り
つ
け
医
等
関
係
機
関
と
の
連

携

⑧モニタリング（必要時、概ね最大６か月）

例えば・・・



今後の方向性
・地域共生課の誕生
・認知症サポーター増殖計画

等々





＊報告をバトンタッチ！

⇒認知症になっても安心なまちづくりを

ともに息長く続けてきている

地域ネットワークの代表へ



当事者とともに創る
認知症になっても安心な町

一般社団法人 かまくら認知症ネットワーク代表理事
株式会社さくらコミュニティーケアサービス代表取締役 稲田秀樹

地域共生に取組む地域ネットワーク組織と行政の協働
～認知症施策を地域で持続発展的に推進していくために～

平成29年度 第３回
認知症地域支援体制推進全国合同セミナー

認知症介護研究・研修東京センター
平成30年 1月26日



設立 ２０１１年９月 理事６名 監事２名

部会活動 正会員１２０人 運営スタッフ２５名

相談部会・・・・・ 若年性認知症のつどい、他

支援部会・・・・・ 「かまくら散歩」「かまくら磨き」

広報部会・・・・・ 会報発行（隔月）、ホームページ

研修部会・・・・・ 介護の専門職等の資質向上

まちづくり部会・・ 認知症の周知啓発等

事務局・・・・・・・・ 会計事務、議事録作成等

一般社団法人

かまくら認知症ネットワーク

認知症になっても安心して暮らせるまちづくりの推進



市内の名所、公園、海岸等を散策し自然を味わう、
軽作業をしたり、音楽やゲームで交流を深める。

効果① 外気や自然に触れることで情緒が安定

効果② 意欲を育み他者との交流も活発になる

効果③ 自分の意思で社会に参加する機会に

効果④ 当事者や家族同士、市民多世代交流

効果⑤ 引きこもりから脱するきっかけができる

「かまくら散歩」の効果について





かまくら散歩を楽しむコツ

あいさつをする

自己紹介をする

人生の先輩の話を聞こう

認知症になっても
できることはたくさんあるんだよ





かまくら磨き

雑巾やタワシを使用し水拭き、水洗い

洗剤は使用しない

雑巾やタワシは各自が持ち寄る

ダンボールで清掃中の看板を作る

水分補給の飲み物を配る

参加者はみなボランティア





対象 若年性認知症の方と家族、関係者

内容 タッチケアでリラックス～近況報告～

コーヒータイム～自由に交流～音楽を

楽しむ(ヒデ２ライブ）

スタッフ ５名 開催 奇数月の日曜日に実施

会場 玉縄交流センター（大船駅から徒歩３分）

工夫 絵画を飾る、テーブルクロスや花を置く

若年性認知症ほっとサロン
～鎌倉市委託事業～



初期

中期

後期

記憶障害、失計算

見当識障害、実行機能障害
失語、失行、自発性の低下

高度の認知障害、失禁、歩行困難

経過
進行の速度は個人差が大きい

記銘力の低下

若年性認知症の人の経過と利用できる支援制度や社会資源

症状が現れた頃

就労が困難な頃

生活が困難な頃

介護が困難な頃

早期受診･･･確定診断、服薬の開始、病気等の情報の収集
就労や家事の継続･･･職場の理解、配置転換、障害者雇用制度
家事の継続･･･家族の理解、役割分担、生活の工夫や見直し

＜経過と症状＞ ＜支援制度や社会資源＞

簡易な労働･･･アルバイト探し、就労支援Ａ型
社会参加活動･･･ボランティア、家族会、認知症カフェ

介護認定申請･･･地域包括支援センター
デイサービス、訪問介護
ショートステイ、小規模多機能

障害者サービス･･･就労支援Ｂ型

施設入所の検討…グループホーム
特別養護老人ホーム

高度障害の状態…
住宅ローンの支払免除
生命保険特約の申請

支
援
の
空
白
期
間

医療費等の支援制度…高額療養費
高額介護サービス費

傷病手当金休職、退職･･･職場と相談、ハローワークへ相談
障害年金、自立支援医療 精神保健福祉手帳

2016.2.12

第2回横須賀市若年性認知症支援者連絡会研修会資料 稲田秀樹

10



鎌倉市委託事業

若年性認知症ほっとサロン
近況報告と全体相談会



若年性認知症ほっとサロン

タッチケアでリラックス
～愛情ホルモン・オキシトシンの効果を！～

鍼
灸
マ
ッ
サ
ー
ジ

師
が
タ
ッ
チ
ケ
ア

を
指
導



地域の支えあいの会の代表の方から、

｢今泉台にきてほしい」という声を頂く

までは、東京生まれの私が、この住宅

地で仕事をすることになるとは、夢にも

思ってなかった、というのが事実。

鎌倉市今泉台での取り組み
～㈱さくらコミュニテーケアサービスの実践～



今泉台 ５，００３人

高齢者数２，３０５人

高齢化率 ４６％

鎌倉市と今泉台地区の高齢化率
（平成２８年９月住民基本台帳年齢別人口）

鎌倉市 １７６，４５１人

高齢者数 ５３，７９５人

高齢化率 ３０％

神奈川県

今泉台



今泉台すけっと会とは？
～連携・協力・協働の内容～

今泉台すけっと会

 設立 平成11年

 目的 隣近所の助け合い

 会員数 ５０名程度

 コーディネーター 5名

 特徴…依頼があってから

30分以内に会員2人が駆

けつける仕組み。１人に３０
０円の謝礼を支払う。

 出動件数･･･年間100件

連携・協力・協働の内容

 代表の伊藤さんからオファーを頂く

 拠点にしていた空き店舗を見学

 ケアサロンさくら設立準備会議参加

 食器や備品を住民から集めて頂く

 独居高齢者宅の空ガレージを紹介

 認知症を学ぶ講座を協働で開催

 認知症の方の看取りで連携

 今泉台レンジカフェ開催に協力



認知症デイサービス

２０１１年７月１日開設（2012年2月認知症対応型の指定）

定員８名

登録者数１８名（２０１７年１１月現在）

中重度認知症の方を受け入れている

サービス提供時間 ９：４０～１６：４５

アート・クラフト活動、屋外活動を実践

ケアサロンさくら









ご



認知症サポーター養成講座開催

・商店会が主催して認知症サポーター
養成講座を開催、店主や地域の人１５
名が参加

・受講した店舗には「認知症の人にや
さしいお店です」と書いたステッカーを
貼ってもらった



すると・・・
その後「八百屋さんから聞い
てきました」と住民の方が相談
に見えるようになった・・・



ケアサロンさくらの環境

・デイルームはガラス張り（施錠せず）

・近隣店舗の方がさりげなく見守り

・玄関前でツバメが子育てしている

・近隣の公園まで往復２００mの環境

・公園では体操やサッカーをしている

・子供たちと自然な交流がある





子供たちと一緒に体操してます
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ゴミだらけだった空店舗を自分たち
で片付けて地域の居場所を作る

みんなで、ごみ捨て、片付け、清掃、
ペンキ塗り、を終えたところです！



５年の間につながった地域の

人たちとの接点を活かして、

高齢化した住宅地の課題に

対応する、新しい発想のデイ

サービス開設計画を立てた。

ワーキングデイサービス開設



地域密着型通所介護

２０１６年9月１日開設

定員９名

登録者数１５名（２０１７年９月現在）

利用対象 要支援、要介護の方

サービス提供時間 １０：３０～１５：３５

機能訓練目的の屋外活動を実践

ワーキングデイわかば



機能訓練の目的で近隣の公園や商店
街の清掃、高齢者宅の草刈など地域貢
献活動を行なう。お茶だしや調理配膳
もメンバーの役割。活動と参加の視点
を重視。若年性認知症の診断後の空
白期間にも対応したサービスである。

ワーキングデイサービスとは









ワーキングデイのメンバー・スタッフ
で花壇再生計画の検討会を開く

メンバーの意見を議事録にまとめ
た計画書を町内会へ提案

正式に花壇整備の依頼を受けて
活動を開始

町内会からよしがさあ公園の
花壇整備の依頼を受ける



花
壇
整
備
計
画
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
の
メ
モ







地域とのつながり
公園清掃
高齢者宅の草刈や剪定
調理の補助
お客様のお茶出し
地域住民との交流

自己実現
創作活動
絵画や陶芸、手芸
地域の展示会へ出品

スポーツなど

機能訓練
下肢等の筋力の維持と強化
※活動と食事の相乗効果
日光浴と運動で骨租しょう症予防

役割
生きがい
やりがい

ワーキングデイわかばの活動



住民主体の商店街活性化と
高齢者と子育て世代が
共に参加するイベント

今泉台フェスタ
の開催に協力

スタッフはオレンジのＴシャツ着用！









２０１７年の冬に試験的に運営開始

高齢化率４６％の今泉台住宅地の課題
に対応する生活援助中心の事業を開始

地域に暮らすヘルパー経験者ら認知症介護の専
門性あるスタッフをサービス提供員として配置



高齢化率４６％の住宅地で
認知症の人とともに地域を創る

ケアサロンさくら開設１年後
の地域資源とのつながり図

ワーキングデイわかば開設１年後
の地域資源とのつながり図



結成 ２０１７年１月２９日

目的 歌で思いを届けよう！

年間ライブ数 ２３回(2017年1月～12月）

近藤英男さん

「私、認知症なんですが、認知症のことで私に出来るこ

とがあれば協力したいんです」（逗子市関係者）。

「近藤は認知症になってからの方がダジャレが切れるよ

うになったね」（友人の話）。

 ＰＲ 弾いて歌って笑って語れるフォークデュオ「ヒデ２」

フォークデュオ ヒデ２（ツー）
近藤英男 稲田秀樹

認知症診断８年の元営業マン 認知症介護従事者



９．２１世界アルツハイマーデー神奈川県庁
オレンジライトアップイベントでトーク＆ライブ



この町の一人一人に私たちの思いを届けよう！



～大切にしていること～

当事者とともに歩みながら
町で出会った人々に
共生の意義を伝え
あなたも私も

決してひとりではないという
メッセージを発信すること
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